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地球環境問題 とエネルギー技術

通商産業省工業技術院 院長 飯 塚 幸 三

'
●

一昨年頃か ら地球規模 の環境問題が国際的な場で頻繁 に取 り上げ られていること

は衆知 の とお りで ある。 とくに最近では,従 来か ら指摘 されて きた酸性雨被害,熱

帯林の減少,砂 漠化の拡大な どに加 えて,オ ゾン層破壊 と温室効果 に関す る動 きが

急であ り,昨 年6月 には 「気象変化 に関す る政府間パネル(IPCC)」 が設置され

るとともに,ト ロン トにおける経済サ ミッ ト宣言に も取 り込 まれた。つ い先程 も3

月5日 か ら7日 まで3日 間のオゾン層保護 ロン ドン会議 に引続 き,政 治的 な波乱含

みではあったが,3月11日 オ ランダのハーグにおいて環境サ ミッ トが開催 され,地

球 の温暖化防止へ の取組 みに関す る政治宣言が採択 されて話題 となった。 引続 き本

年前半 にはパ リ経済サ ミッ トまでの間,各 種の関連国際会合が 目白押 しであ り,前

述のIPCCも 来年秋の中間取 りま とめ に向けて作業 を進めつつある。

以上の ような地球規模 の気候変化へ の関心の高 ま りの 中で,そ の原因,機 構の解

明 と並 んで,対 策技術の開発 にも目が向けられつつある。われわれ工業技術院 にお

いて もこの ような視点で問題点 を整理 するため,昨 年12月 に各分野の専門家か らな

る 「地球環境問題 に対す る技術面か らの貢献 を考 える研究会」 を設置 し,内 外 の知

見の上 に立 って対策技術課題 とそれ らへ の取組 みの実施方策な どを検討 していただ

いてい る。い くつかの実証例の ある大気中の二酸化炭素濃度の増加 と気候変動 との

因果関係が明 らか にされれば,化 石燃料 を中心 としている現在のエネル ギー技術 に

も新たな研究課題が課せ られることになる。 この種の問題 に関 して生 じが ちな政治

的摩擦 を軽減 するために も早急 な対策技術への取組みは必須であろ う。またそれは,

原油需給の緩和状況に伴 うエネルギー技術開発意欲の沈滞 に新 たな刺戟 となるもの

と考 えられ る。(い いつか こうぞう)
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米国における代替エネルギーの動向と環境問題

大 河 内 一 男

1.は じ め に

昨 年12月7日,ワ シ ン トンDCでCAF

(CouncilonAlternateFuels)が 主 催 した シ

ン ポ ジ ウ ムーGlobalEnvironmentalCon-

cerns&EnergyPolicyinthe101stCon-

gress一 に 出 席 した の で,こ の シ ン ポ ジ ウム の

概 要 を紹 介 す る と と も に,米 国 の 代 替 エ ネ ル

ギ ー の 最 近 の 動 向 と環 境 問題 につ い て も言 及

す る。 ご承 知 の 如 く米 国 に お い て は,エ ネ ル

ギ ー 安 全 保 障 と環 境 問 題 は 重 要 な 問 題 で あ

り,特 に地 球 温 暖 化 問 題 につ いて は最 近 関 心

が た か ま り,た び た び シ ン ポ ジ ウ ム が 開 か れ

て い る よ うで あ る 。

2.シ ンポジウムの講演概要

本 シ ン ポ ジ ウ ム は 来 る第101議 会 及 び ブ ッ

シ ュ新 政 権 を 意 識 し て 開 催 さ れ た もの で あ

り,エ ネ ル ギー 業 界 及 び 関係 機 関 の率 直 な 意

見 が 述 べ られ た。参 加 者 は石 炭,石 油,ガ ス.

電 力,化 学,機 械,建 設,自 動 車 等 々 の 産 業

界 及 び大 学,研 究所,シ ン ク タ ン ク,マ ス コ

ミ等 々 か ら150名 程 あ り盛 会 で あ っ た。

基 調 講 演 はRichard'A.Gephardt下 院 議

員 が 行 な い,InterestGroupの 講 演 と して

AmericanGasAssociationのMichaelGer-

man副 社 長 を は じめ と し エ ネ ル ギ ー 業 界 か

ら6名,CongressionalRealitiesの 講 演 と し

て 上,下 院 の エ ネ ル ギ ー 委 員 会 か ら2名,

CommentaryandPerspectiveと して 環 境,

エ ネ ル ギー 研 究 機 関 か ら2名,し め く く りを

AlanK.Simpsom上 院 議 員 が行 な っ た 。

2.1基 調講演

HonorableRichardA.Gephardt

U.S.HouseofRepresentatives

長期間にわたる我々のエネルギー使用は環

境 に対 し莫大な影響 を長期間与 えている事 を

我々は認識している。今や,我 々はそれを逃

れることは出来ない。

最近の記録では,セ ン トルイスをはじめ多

くの都市では最 も暑い乾燥 した,荒 れ模様 な

夏であったことは疑 うべ くもない。又,ロ ス

アンゼルスは昨夏大気汚染規制値 を94%超 過

した。これらの経験は,ス モッグ問題,酸 性

雨問題及び地球温暖化問題に対する関心 を高

めた。この環境問題は地球全体 の問題である。

2週 間前私 は中国にいた。中国は今や石炭の

主要な消費国であ り,高 硫黄含有炭を非効率

的に大量に燃焼することにより経済発展 をし

てお り,石 炭の利用を2～3倍 にしようとし

○)

●)
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ている。

OPECは 原油価格上昇 を図っている。O

PECは 米国を主要 な拡大市場 と見ている。

我々は1973年 に学んだことを忘れていたと

する とそれは彼 らを助 けて いるのである。

我々は低エネルギー価格を望む,し か し,我々

は又,OPECの オイルに猛 りかかっている

ことは,悪 い方向に進むことであることを認

識 している。

今 日の米国のエネルギー政策は大 きな弱点

に向かっての 目的のない漂流である。米国の

石油生産量は1985年 以来8%下 が っている。

一方石油消費量は上昇 してお り,従 って米国

の石油輸入量はこの3年 間で43%近 く上昇 し

ている。

今 日,石 油は安値である,し かし明 日はど

うなるかわからない。

1973年 以来,我 々は戦略的石油備蓄,省 エ

ネルギーの増進,非OPECオ イルを含むオ

イル供給源の多様化に努めた。しか し,事 実

は,こ の進展は我々の希望通 りでないことを

示 している。現在の備蓄 レー トでは,我 々の

ターゲッ トである750百 万バー レルに達する

には10年 以上かかるであろう。我々は価格が

安 い間に1000百 万バーレル備蓄す るため,速

度を3倍 にあげる必要がある。

我々のエネルギー政策形成に圧力をかけてい

るのは環境問題 と連邦政府の予算不足である。

まず環境問題:

我々のエネルギー使用パター ンは重大な

環境破壊をもたらすことは事実である。酸性

雨,ス モッグ,地 球温暖化,こ れらの問題 に

真正面から直接の取組 を開始せねばならぬ。

○エネルギー効率化に国家的優先権 を持た

せる。

○クリーンエネルギーの開発。

○省エネルギー。

○他の諸国が同 じ目標を持つよう努める。

次に連邦政府の財政不足問題 二

新 しい歳入が無ければ,こ れらの問題を

解決するための資金 を見出すことは出来な

い。以前私は,石 油生産量の不足をくい止

め,効 率的なエネルギー使用を促進するた

めの最良の方法 として石油輸入賦課金を要

求 した。

最近,ガ ソリン税の増大に関心が持たれ

ている。NationalEconomicCommission

は増額 を勧告 している。 これは政府の赤字

を減少 し,省 エネルギー と代替燃料の利用

を促進 しオイル生産 とインセンティブプロ

グラムを制定可能にする。

私は我々が直面 しているエネルギー保障,環

境問題及び連邦予算共通の問題 に関 し来年法

案 を提出する。これらの問題を立法化するため

には新政府の関心 と強力な支持を必要 とする。

ブッシュ次期大統領は,酸 性雨や地球温暖

化のような重大な環境問題に取 り組みたいと

表明している。彼は,国 内の石油及びガス供

給者を援助 したいと表明 している。私は,彼

がそれを予算 として表わす ことを望む,又 彼

の行動 として拝見 したい。

強力な国家的 リーダー シップをもって,米

国はよ り強力により安全に1990年 代に入 る。

2.2主 な 課 題

RaymondJ.BatlaandDavidJ.Hayes

Hogan&HartsonWashingtonDC.

1.地 球 温 暖 化(温 室 効 果)

A.国 際 的 問題 で あ る。

1.EPAは 米 国 の 関 与 は20%と 見積 も
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っ て い る。

2.国 際 的 にみ て 米 国 の 関 与 は 小 さ くな

って 来 て お り,反 対 に東 ヨー ロ ッパ,

中 国,途 上 国 の 関 与 が 大 き くな って 来

て い る。

3.CO2一 約75%は 化 石 燃 料 。25%は 森

林 の 伐 採 に よ る。 米 国,ソ ビエ ト,中

国 は重 大 な 関 与 国 で あ る。

4.温 暖化 に よ りあ る地 域 は 農 業 的 に好

転 す るだ ろ う(カ ナ ダ,ソ ビエ ト)が,

急 速 な 変 化 は順 応 困難 で あ ろ う。

B.米 国 が 排 出 して い る 温 室 効 果 ガ ス

1.CO2… …50%oftotalglobalwarn-

ingeffect

主 と して化 石 燃 料 の使 用 。

2.メ タ ン …20%程 度

土 壌,化 石 燃 料,農 産 物,

生 ゴ ミ。

3.CFC…15%程 度

冷 媒,断 熱,溶 媒 。

4.NO… …10%程 度

化 石 燃料 の 燃 焼,肥 料,セ

メ ン ト,バ イ オ マ ス。

5.オ ゾ ン …5%程 度

ガ ソ リン,化 石 燃 料 の 燃 焼

に よ る。

C. 、現 在 と られ て い る政 策

1.CFC削 減

モ ン ト リオ ー ル 議 定 書:

1987年9月17日 調 印

1989年1月1日 発 効

2.AlternateFuelMotorActof1988

1988年10月14日 発 効

OEPAは 代 替 燃 料 の環 境 分 析 を指 示

さ れ た 。

ODOEは メ タ ノー ル 製 造 工 場 の検 討

を指 示 さ れ た 。

3.第100議 会 に温 室効 果 につ い て6つ の

法 案 が 提 出 され たが 何 れ も審 議 され て

い な い 。

(S.2666,S.2667,H.R.5460,S.

2867,S.2614,H.R.5421)

Df課 題 に対 す る選 択

1.TheWirthBi11(S.2667),The

NationalEnergyPolicyActof1988

(a)化 石 燃料 の 段 階 的 削 減 。

(b)非 化 石 燃 料(代 替 燃 料)使 用 に対

す る イ ン セ ン テ ィブ 。

(c)国 際協 力 の 促 進 。

2.TheStaffordBill(S.2666),GlobaI

EnvironmentalProtectionAct1988

(a)2000年 まで にCFCの 使 用 停 止 。

(b)移 動 及 び 静 止CO2発 生 源 か ら の

CO2の 大 巾 な 削 減 。

(c)2050年 ま で に 無 害 エ ネ ル ギー を用

いた発 電 に関 し国際 的 目標 を確 立 す る。

(d)固 体 廃 棄 物 処 理 場,オ イル ・ガ ス

井 戸 か らの メ タ ン ガ ス排 出 の 規 制 。

(e)原 子 力 につ い て パ ブ リッ クア クセ

プ タ ンス 及 び安 全 性 を検 討 す る委 員

会 の 設 立

3.TheSchneiderBill(H.R.5460)…

Sen.Chafee(S.2867)と 同案 。

(a)S.2666とS.2667の 方策 を多 く含 む。

(b)自 動 車 燃料 要 求 効 率 の 変 更 。

(c)森 林 保 護 プ ロ グ ラ ム を設 定 して い

る国 か らの 木 材 及 び 木 材 製 品 の 輸 入

制 限 。

II.成 層 圏 の オ ゾ ン層 の 破 壊

現在の対応状況:

4
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(a)MontrealProtoco1

(b)EPA'sfinalrules(Aug1.1988)

20%CFC削 減:1986～1993

50%CFC削 減:～1998

111.CleanAirAct

A.酸 性 雨

AlternativeMotorFuelsActof1988

B.基 準 未 達 成 問 題

NationalAmbientAirOualityStan-

dards未 達 成 の 大 都 市 が100以 上 存 在 す

る 。

(a)S.1894法 案(第100議 会 提 案)。

(b)H.R.5469法 案(GroupofNine提

案)。

IV.エ ネ ル ギ ー 政 策 に 対 す る 環 境 課 題 の イ ン

パ クト

A.輸 送

(a)米 国の全石油62%。

(b)殆 ど石油に依存。

(c)米 国の原油の37%は 輸入。

(d)環 境 を破壊 しないで国産石油の開発

をするための研究,エ ネルギー効率の

向上,代 替燃料の奨励が必要。

(e)DOEは エタノール,メ タノール,

CNG(圧 縮天然ガス)及 び電気 自動

車を検討 している。

○エタノール価格は石油の2倍 。

○エタノールの原料は限られている。

国産 コー ン全て をあてて も20%程

度,他 の低価な廃棄物 を使用出来れ

ば可能性あり。

○メタノールは未知の公害あり(ホ ル

ムアルデヒ ド)。

○メタノールはさらに研究と実証 を必

要 とする。

○電気は公害に対 して最 も好 ましい。

しかし,走 行距離が劣 り,イ ニシャ

ル コス トが高価である。

B.発 電

(a)米 国の10年 後の電力使用量の増加 は

75百万kWに なると推定されている。

(b)広 域での効率的利用によるボ トルネ

ックの解消。

(c)原 子力の安全性,地 球温暖化,酸 性

雨,及 び法的規制は大規模発電所の追

加建設を抑制 している。

2.31nterestGroupの 講 演

RichardLawson

President,NationalCoalAssociation

(1)環 境 だ け を 主 眼 と した 政 策 に よ って い

た の で は 一 国 の エ ネ ル ギ ー,経 済 は 成 り

立 ち難 い 。

(2)し か し進 ん だ エ ネ ル ギ ー 技 術 とそ の 高

効 率 を も っ て す れ ば 環 境 問 題 に 応 え ら

れ,石 炭 産 業 も その 方 向 に 深 く関 わ っ て

い る。

(3)エ ネ ル ギー の 輸 入 依 存 度 は控 え め に み

て1986～87年 は37～40%,1988年10月 は

42%,1995年 に は50%と な ろ う。

(4)石 炭 は環 境 問 題 とエ ネ ル ギー 安 全 保 障

の 問題 関 係 の 一 翼 を担 う と思 う。 効 率 上

十 分 国 際 競 争 力 を持 つ 。

(5)1973年 以 降 の 米 国 の電 力 等 公 共 事 業 の

石 炭 使 用 の 伸 び は380MTか ら750MT

で あ り,こ れ は輸 入石 油 換 算 で 日量3.2百

万 バ ー レ ル に相 当す る 。 又 こ れ は 同時 に

SO2排 出 を28%低 下 させ て い る。

(6)石 炭 か ら の 脱 硫 は 常 庄 流 動 床 法 で90

%,加 圧 法 で95%,IGCC(integrated

5
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gasificationcombinedcycle)法 では99

%可 能である。IGCC法 は84年 以来カ

リフォルニアで実証を行 なっている。

(7)温 室効果,温 暖化の議論は続 くであろ

う。これは国際的な問題であり政策を決

める前に十分 な研究が必要である。米国

の電力で使 用す る石炭 が発生す るCO2

は全世界のそれの6%で ある。

(8)IGCC法 で燃焼タービンを燃料電池

にすれば効率 は15%上 昇 しCO2は28%

低下す る。

(9)例 えば,政 府,石 炭業界等が分担や寄

附をしてブラジルに植林をするようなプ

ログラムは環境問題 とエネルギーを統合

する良いチャンスとなろう。米国で燃や

した石炭の排気分 くらいは固定化可能 に

なろう。

(10)例 えば全てのガソリンに対 し10%を 国

産代替燃料で代替出来れば1.5百 万バ レ

ル/日 の石油代替 とな り・又環境面でもよ

くなるだろう。

(11)さ らに,今 の生活水準 を維持 し,国 内

の資源 を有効に活用 し,よ り良い環境を

子孫に残すには,ど うしたらよいのかを

十分に理解するために,今 後 も研究を加

速度的に進めな くてはならない。

MichaelGerman

SeniorVicePresident,AmericanGas

Association

(1)DOE発 表 の エ ネ ル ギー セ キ ュ リテ ィ

レポー トに よれ ば,石 油 に 替 わ る エ ネ ル ギ

ー 源 と して は 天 然 ガス が最 も有 望 で あ る。

(2)現 在,石 油 とガ ス は競 合 して い る が,

それ は と り もな お さず,デ ュ ア ル 燃 料 設
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備 においては石油→ガスの転換が容易で

あると言うことである。

どの燃料 にするかの判断は今 も将来 も

経済性である。

(3)環 境問題 は,今,政 治の前面で脚光 を

浴びてお り,エ ネルギー政策に及ぼす影

響 も大である。今後 もエネルギー政策 を

動かす問題であ り続けるだろう。

(4)COと オゾンのEPA基 準未達成地域

に全米人口の1/3～1/2が 住んでいる。こ

の主因は自動車排気であ り,天 然ガス車

の採用により部分的な解決が出来る。

(5)酸 性雨の主因はSOx,NOxで ある。天

然ガス,ク リーン化 した石炭の燃焼がこ

れ を解決する。

(6)温 室効果:天 然ガスは化石燃料 として

はCO2の 発生が最 も少な く,資 源的には

石油の3倍 ある。

(7)環 境保全,経 済性の面から天然ガスは

有効 な問題の解決策 を提供する。

RobertBeck

Director,CleanAir,FossilFuelsand

NaturalResources,EdisonElectricInsti-

tute

(1)米 国 に は エ ネ ル ギ ー,環 境 に つ いて 確

固 た る政 策 が な い。3～4年 で 変 っ て は

な ら な い 。20年 ～50年 の 展 望 で 考 え る必

要 が あ る。

(2)環 境 政 策 は もっ と事 実 に根 ざす べ きで

あ る。

事 実 とは,公 害 抑 制 に は コス トが か か

る とい うこ とで あ る。 どの くら い ま で な

ら コス トをか け られ る か トレー ドオ フ を

考 え な くて は な ら な い。

)
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(3)米 国では石炭 か らのSO2排 出は劇 的

に低下 しているが,そ のため33B$/年 を

投 じている。

(4)温 室効果について,マ スコミにずいぶ

ん とりざたされた。

記事は科学的にはお粗末。政策 をしっ

か りきめるためにも科学的な内容をしっ

か りおさえる必要 あり。

(5)CO2はPPMレ ベルで上昇 しているの

は事実であるが,2050年 にCO2は2倍 に

な る(315PPM→600PPM)と 言 わ れ て

いるが,そ れがす ぐ大問題 になるこ とを

示す科学的に決定的なデータはない。

(6)CO2問 題は排出抑制 だけでは抜本的な

解決にならない。第3世界開発 を援助する

際,熱 帯雨林の植林の配慮 も考 えられる。

(7)CO2問 題はグローバルな問題である。

将来経済発展 をする第3世 界 も含めて

国際的に取組む必要あ り。

(8)我 が研究所の考え方

副広いエネルギー構成…石炭,天 然ガス

長期的には原子力の再活性。

RafePomerance

SeniorAssociate,WorldResourcesInsti-

tute

(1)温 室 効 果 にっ いて学 術 会 議,国 際 会 議 が

数 多 く開 催 され て 議 会 で も取 り上 げ られ

世 間 一 般 の 注 目 を あ び る よ うに な っ た。

マ ス コ ミの 取 扱 い は ま だ完 壁 で な い。

ブ ッ シ ュ次 期 大 統 領 も大 統 領 選 で,こ の

問題 につ い て ホ ワ イ トハ ウ ス で サ ミ ッ ト

を招 集 す る こ とを公 約 し た。

(2)温 暖 化 に つ い て マ ス コ ミは,つ い最 近

始 ま っ た よ う に報 じて い る が,学 術 界 で
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はだいぶ前から研究 され,70年 代後半の

論文でも温度上昇が予測されている。

(3)温 暖化について安全 なデータが出るま

で待 っていたのでは,CO2を 減 らすのに

コス トがかか りす ぎる。

まず一般に温室ガスの排出をなるたけ

抑 え,学 者はこの現象のメカニズム と影

響 を早急に解明 し,政 策面ではいつ行動

を起 こすか考 えることである。

(4)最 近 はエネルギー使 用に拍車がかか

り,倍 増期は2020年 に早まった。決定権

を持つ行政,立 法府が高い優先順位を与

え,も っと資金を地球科学に投 じるよう

ここに提言する。

(5)オ ゾンに関するモン トリオール議定書

の条約は1月 頃に発効する。

CFCメ ーカーは70年 代からの科学者

の叫びに着目し業界責任を追求された時

には,CFCの 使用を段階的に減少する

国際議定書を支持 した。

我々エネルギー業界の責任は何なのだ

ろうか,CFC業 界の挙動 を参考に研究

することも必要だろう。

(6)エ ネルギーの安全保障については石油

輸入体制 も考慮に入れ「化石燃料消費税」

導入の考 えもある。この税金を国家問題

の解決に役立てることが出来る。

DougWheeler

VicePresident,ConservationFoundation

(1)次 期 大 統 領 に環 境 問 題 当 事 者 か ら環 境

に関 す る提 示 が 出 され て い る。700の 勧 告

の うち50は エ ネ ル ギー と環 境 の 接 点 に関

す る もの で あ る。

(2)勧 告 の エ ネ ル ギ ー 及 び環 境 項 目の 柱 は

,



持続的エネルギー政策をとることである。

○エネルギー効率 を高める投資の強化。

自動車の燃料効率を26マ イル/ガu

ンから50マ イル/ガ ロンに上げる。

○化石燃料から再生可能燃料に切替。

この分野の研究費を年率25%増 やす。

○ガソリン税導入 二1$/ガ ロン

(3)レ ーガン時代は市場の好転,消 費の伸

びによりエネルギー分野も発展 し,効 率

のよい新技術 も登場 した。反面,節 約の

ゆるみ及び国産エネルギー開発の低下を

まねき輸入石油の依存度を1985年 以降27

%よ り41%に 増加 した。

(4)フ ォー ド,カ ーター両大統領はエネル

ギー安全保障及び節約 を提唱 した。公害

防止に も力 を入れ実績 をあげた。

(5)最 も複雑な問題は地球温暖 化である。

オゾン,酸 陛雨 も重大な問題である。

これらの問題はエネルギー,環 境,経 済

にまたがっている。

(6)新 政権はこれらのまだ問題 自体がはっ

きり定義 されていないもの も含めて取 り

組むことになる。

(7)今 は とにか く,国 の内外で対話に参加

して,協 力 して解決 しなければならない。

産業界,学 界等,各 分野か ら環境問題に

活発に参加すべ きである。

財政難ではあるが,こ れ まで環境問題

の解決はあ と回しにされす ぎた。

TerryYosie

VicePresident,AmericanPetroleum

Institute

(1)エ ネ ル ギ ー 問 題 は 国 家 的 に 今 よ り も っ

と重 要 視 さ れ る べ き で あ る 。 我 国 の エ ネ
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ルギー安全保障はこれまでの発言者が指

摘 したよ り,はるかに困難な状態にある。

(2)過 去10年,エ ネルギー と環境の政策は

ばらば らであった。公害防止だけを考 え

て も,す でに弱いエネルギー基盤はもっ

と弱体化する。

(3)沿 岸,沖 合の国産油田の開発は環境保全

の理由で反対されている。消費が伸 び国産

石油の減産 は輸入依存度 を上げている。

エネルギーの節約,天 然ガス,石 炭,原

子力,合 成燃料,再 生可能燃料等代替エ

ネルギーの開発は低下 した。このような

エネルギー面での弱さは,貿易赤字,イ ン

フレ,雇 用,金 融機関への圧力と関連 し,

経済そのものの保障を低下 させている。

(4)ブ ッシュ新政権がとるエネルギー,環 境

政策は90年 代,21世 紀にまで影響 を及ぼ

すことになる。エネルギーの面では妥当な

価格で安定供給の確保 を目標にしている。

〈5)エ ネルギー,環 境面で新政権がとるべ

き原則は,

① 法案が どの問題を解決するための も

のか,他 の諸問題 とどう関係す るか,

よく吟味すること。

② より大 きな害の方 を避 けること。

③ 公害を幅広い観点からとらえること。

(6)温 暖化問題のアプローチにも上の3原

則は応用されるべ きである。今この問題

は国際問題である。又エネルギー政策抜

きでは語れない。

(7)90年 代から21世紀にかけては,石 油 と

天然ガスがエネルギー資源の主流であ り

続 けるであろ う。温暖化が叫ばれる今,ク

リーンで豊富な石油の果す役割は大きい。

(8)環 境問題は緊急な課題である。一発で

)
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きく万能薬はない。総合的な政策が必要

である。

(9)最 近,ガ ソ リン税案が流行 っているよ

うだ。新たな税金は国民の可処分所得 を

減 らす。又,低 所得層の負担を増す。

2.4CongressionalRealitiesの 講 演

JimBruce

SeniorCounsel,SenateEnergy&

NationalResourcesCommittee

(1)エ ネ ル ギー 政 策 と言 えば 周 期 的 に 原 子

力 を好 き に な り,嫌 い に な り,メ タ ノー

ル を好 き に な り,嫌 い に な り,今 度 は 天

然 ガ ス が もて は や さ れ て い る。

(2)地 球 温 暖 化 の 認 識

(6月 の 公 聴 会 で の 専 門 家 の 証 言)

①Dr.Hensen

O88年 の地 球 の 温度 上 昇 は観 測 史上 最 高

○温 暖 化 が 大 規 模 化 し,温 暖 化 と因果

関 係 を考 え られ るよ うにな って 来 た 。

○ シ ミュ レー シ ョ ン に よ れ ば 温 室 効 果

に よ っ て 熱 波 が お き る こ と も考 え ら

れ る。

②Dr.Godwel

O急 速 な 温 暖 化 は,森 林 を破 壊 し,破

壊 さ れ た 森 林 の 腐 敗 は さ ら に温 暖 化

を進 め る

○ 人 口 増 に よ る植 物 消 費 の 温 暖 化 へ の

影 響 。

③10/24付WSジ ャ ー ナ ル

牛 ダ ニ や 水 田 か ら発 生 す る メ タ ン も

CO2と 同様 温 暖 化 ガ ス で あ る 。

(3)一 般 の 認 識 で は,温 暖 化 は,今 度 の 夏,

干 ばつ が 来 る か 否 か で判 断 され よ う,そ

れ に対 す る議 会 の 反 応 が 注 目 され る。
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(4)次 期大統領は環境問題に本気で取 り組

むであろう。温室問題 について法案がい

くつか再提出されるであろ う。そのまま

通過すると思 う人は,あ まりいないだろ

うが各案に盛 りこまれている対策につい

て論 じる価値はある。

(5)新 政権 がこの問題 に取 り組む とすれ

ば,あ まりお金 も規制 もかけずに対処 し

ようとするであろう。特に財源の制約が

厳 しい。

(6)関 心分 野 として少 し性質 を異にす る

が,原 子力 をどうす るという問題 もある。

MichaelWoo

ProfessionalStaffMember,House

EnergyandCommerceCommittee

(1)温 暖 化 問 題 の 解 決 と して の 問 題 点 は予

算 の制 約 と,赤 字 打 開 で あ る 。

(2)私 の 担 当 はエ ネル ギー 政 策 全 般 で あ る。

(3)天 然 ガ ス供 給 シ ス テ ム が 変 わ っ て 来 て

い る 。

ガ ス 生 産 者 か ら産 業 ユ ー ザ ー へ 直接 供

給(ガ ス 供 給 会 社 バ イ パ ス)。

(4)電 力 業 界 の再 編 成 が お きそ うで あ る。

従 来 の よ うな ス ケー ル メ リ ッ トで成 り立

つ 発 電 所 が 市 場 を独 占す るの は 困 難 に な

る だ ろ う。

(5)原 子 力 の 問 題 。 去 年,総 合 原 子 力 法 案

が 上 院 を通 過 した 。 私 自身 は,原 子 力 エ

ネ ル ギー に も も う一 度 日の 目 を 見 せ てや

りた い が 強制 した り,補 助 金 を大 々 的 に

注 ぎ こ ん で ま で す る必 要 は な い 。

(6)石 油 の 脆 弱 性 とは 何 で あ る か。

石 油 市 場 を金 融 市 場 と見 る の は 賢 明 で

あ る。市 場 の性 格 が 高 度 化 す る につ れ,市



場への対応 も高度化 しなければならない。

(7)温 暖化問題への対応は国際的でな くて

はならない。

現時点では深刻な問題だという程度 し

かわかっていない。合理的解決策はこれ

からである。

(8)最 後の不確定要素は,次 期政権の動 き

である。

これか らの新政権の方向づ けは議会の

活動も影響 を及ぼす。

(9)エ ネルギー政策 を環境だけのために考

えるのではな く,各部門…ガス,電 力,原

子力,石 油…毎に考えなければならない。

⑩ エネルギーの保障 と国家の安全保障を

こっちゃにして議会が騒 ぎたてるのもい

かがなものか。

2.5CommentaryandPerspective

DonCarlton

President,RadionCorporation

(1)あ る研 究 者 は2300年 ま で に 地 球 上 の 全

て の 化 石 燃料 が 使 い つ くさ れ る と分 析 し

て い る。 そ の 後 は化 石 燃 料 以 外 の エ ネ ル

ギ ー に 頼 ら ざ る を得 な くな る。

(2)地 球 温 暖 化 問 題 は世 界 的 問題 で あ る。

異状 現 象 が起 ってか らで は 手 遅 れで あ る。

(3)こ の 世 界 的 問 題 に つ い て我 々 の な すべ

き こ と。

① 他 国 に エ ネ ル ギ ー 効 率 の 良 い改 善 さ

れ た 技 術 を提 供 す る。

② 生 態 系,環 境 の 監 視 強 化 。

③ この 問 題 が もた らす 影 響 を知 らせ る。

KenMurphy

ExecutiveDirector,Environmentaland

EnergyStudyInstitute

(1)一 年程前の発電に関する会議で も地球

温暖化問題は重要な議題 として取 り上げ

られていた。

これ らの問題はコンセンサスが必要で

あ り,政 策 として実施 されなければ解決

しない。

(2)新 政権下では環境問題に取 り組むため

に,規 制,税 金,助 成金等を増やすこと

が出来るであろう。

国際的にもリーダーシップを発揮すべ

きであり,そ のために新 しい形の政府が

求め られる。

(3)石 炭業界を廃業に追いやった り,同 業

界だけに問題 を押 しつけても真の解決は

計れない。

(4)国 として特別な政策をうちたて,総 合

的なアプローチで対処する以外 に策はな

い。国 としての政策 を講 じたうえで,環

境問題に対する他国の認識 を深めたり,

技術提供 を行 うべ きである。

2.6AChalIengetotheParticipants

HonorableAlanK.Simpson

UnitedStatesSenate

(1)皆 さ ん が 関 心 を持 つ さ ま ざ ま な問 題 が

今 日話 し合 われ た と思 うが,今 後 それ らを

私 の 領 域 に 取 り入 れ て行 きた い と思 う。

(2)私 は ジ ョー ジ ・ ミッチ ェ ル議 員 と20人

の 同 僚 と共 に 過 去6ヶ 月 に わ た って 酸 性

雨 に関 す る 法 案 つ く りに最 善 をつ く して

来 た 。 我 々 は この 法 案 を次 の セ ッ シ ョン

に か け る つ も りで あ る。

(3)酸 性 雨 は 非 常 に深 刻 な問 題 で あ る に も

か か わ らず,政 治 的 に は こ れ まで 何 も さ
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れていない。地理的分割 をべ一スにパー

センテージで石炭の削減 をはかろうとし

たが全米石炭労働組合の反対にあった。

(4)我 々はあくまで現実的路線を歩 まねば

ならない。酸性雨を含むさまざまな環境

問題の他にも政治家 として,多 くの課題

をかかえている。

社会保障,防 衛費,医 療費等 について

も思い切った決断をし,予 算の均衡をは

からなければならない。

2.7講 演のまとめ

以上の講演に,現 在米国が直面 している課

題及びそれに対する考 え方が概略述べ られて

いると見 られる。

(1)エ ネルギー安全保障

*オ イル輸入依存度の増加,特 にOPE

C依 存に危険性 を強調。

*そ の対策 として,石 油,石 炭,ガ ス業

界は,各 々国内資源の開発を主張。電

力業界は,原 子力を含む幅広いエネル

ギー構成を主張。

(2)環 境問題

*環 境政策 とエネルギー政策は一体であ

る。

*地 球温暖化問題は国際的な取 り組みが

必要。

*科 学者は政治家に正確 な判断材料 を提

供する義務がある。

*本 年 も地球温暖化問題に関 し,法 案の

提出があるであろうが,成 立す るとは

思われない。

(3)財 源,そ の他

*環 境政策には財源が必要であり,何 処

まで金 を掛けるか。

*財 源確保策 として,石 油輸入賦課金,

ガソ リン税の導入を検討。

*国 民生活水準の安定維持のため,政 府

は国内エネルギー資源の開発及び環境

保全の研究 を加速す る必要がある。

3.代 替エネルギーの動向と環境問題

3.1代 替エネルギーの動向

米国は1970年 代のオイルショック以来,脱

石油及び省エネルギーに力を注いで来た。省

エネルギーの進展はECお よび日本などのエ

ネルギー依存度の高い国々に比べ ると遅れて

いることは確かである。 しか しそれでも脱石

油の方向への努力は進められ,発 電分野にお

いては石炭火力発電の伸 びが著 しく,エ ネル

ギー消費全体に占め る石油の比率は着実に低

下 している。

しか し,1984年 末の米国経済の急速な復 旧,

拡大 と共に最近の石油価格の下落は米国内で

これまで活発であった石油採掘関係の開発投

資の伸びをマイナス とし,原 油の国内供給は

低調 とな り,米 国の原油の輸入はむしろ拡大

した。

この輸入石油の大半はOPECオ イル(中

東石油)で あり,米 国のエネルギー安全保障

を中東石油に依存することは危険である。米

国がこの傾向がもたらす圧迫 を除 くためには

断固たる決意が必要である。国内石油の強力

な開発は短期的には大 きな寄与をするであろ

うが,資 源 として1990年 代以降は確実 に衰え

るであろう。

一方,戦 略的石油備蓄(SPR)は オイル

供給ス トップに対 して第一防御ラインとなる

が,そ の輸入先は中東であり,換 言すれば戦
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略的石油備蓄は中東産油者の手中において行

なうものであ り,拡 大するマーケ ットパワー

の増大はオイル価格 を上昇す る懸念がある。

結局,米 国のエネルギーの安全保障は相 当

な価格で従来の石油に代 るエネルギー を持つ

ことである。従って,米 国の長期的エネルギ

ーの安全保障は従来のオイル供給に対 して,

莫大な埋蔵量のオイルシェル,石 炭,タ ール

サ ン ド等の国内資源が経済的に代替出来るこ

とを立証する必要がある。

1989年 度のDOEの 予算は総額148億 ドル

と極めて高水準にある。その内の約6割 は原

子力関係であるが,化 石エネルギーのR&D

予算は合計382百 万 ドルでありその内の156百

万 ドルが石炭関連であり11百万 ドルがオイル

シェル関連である。

この外 クリーンコール技術プログラム とし

て,1989年 度190百 万 ドル,1990年 度700百 万

ドル,1991年 度200百 万 ドルが決定 している。

このように化石エネルギーのR&Dに 大幅な

政府支援がなされている。

3.2米 国の 自動車代替燃料政策の動向

米国の自動車燃料の98%は 石油であり,そ

の量は10.18百 万バー レル/日(1986年DO

E)で あ り,そ れは米国の全石油消費量の65

%に 相当する。 また米国は全石油消費量の32

%を 輸入してお り,従 って自動車燃料用石油

の消費は輸入全量を上回っている。

また米国の大気汚染の主因はこの莫大な石

油を燃料 とす る自動車排気ガスにある。

このような状況において,ク リーンな自動

車代替燃料の開発はエネルギー安全保障及び

環境保全の両面から重要 な課題である。

(1)米 国の 自動車代替燃料の現状

エタノール:現 在最 も多 く使用 されてい る

(ガ ソ リン換 算:34千 バ レル/

日)。クリーン燃料である。農業

政策 として育成 されてお り,ガ

ソリンに混合 して使用されてい

るが,ガ ソリン価格低下で生産

量が低下 している。基本的には

大量生産 に問題がある。

LPG:エ タノールに次 ぐ使用量(ガ ソリ

ン換算:18千 バ レル/日)。 排気

はガソリン車並みである。基本

的には大量供給 に問題がある。

メタノール ニ現在は殆 どMTBEと してガソ

リンに混合 して使用されている

(ガ ソ リン換 算:9千 バ レル/

日)。メタノール車の排気はガソ

リン車よりクリーンであ り,政

府の支援で導入が進められてい

る。メタノールは工業的に量産

可能であるが,ガ ソリンより高

価であ り,自 由市場での導入に

は問題がある。

(2)代 替 自動車燃料の導入計画

以上のような理由の基に政府は自動車代

替燃料の開発に積極的に取 り組んでいる。

昨年10月 にAlternateFuelMotorActof

1988が 成立 し,又DOEは フレキシブル ・

代替燃料車のアセスメントを行った。

また大気汚染のひどいカリフォルニア,

シア トル,ニ ュー ヨー ク,ワ シン トン等で

は代替燃料車の導入 を検討 してお り,特 に

カ リフォルニアは国及び州政府の積極的な

支援の もとに代替燃料車の導入を進めてい

る。メタノール車については技術的には殆

ど導入可能であり,目 下具体的な導入を策
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定 中 とみ られ る。

*AlternativeMotorFuelsActof1988

本 法 案 は輸 送 分 野 に お け る脱 石 油 と環

境 対 策 を進 め る ため ロ ッ ク フ ェ ラ ー 上 院

議 員,シ ャー プ 下 院 議 員 各 々 に よ り1987

年 に 提 出 さ れ た 代 替 燃料 車 開 発 導 入 促 進

法 案 で あ り,1988年10月 に成 立 した 。

これ は,自 動 車 の 燃料 を,ガ ソ リン か

ら代 替 燃 料 と し て メ タ ノー ル,エ タ ノー

ル,天 然 ガ ス に転 換 す る こ と を 目的 と し

て お り,石 油 の 輸 入 依 存 度 を下 げ,公 害

問 題 を解 決 し貿 易 赤 字 削 減 に貢 献 す る も

の と期 待 され て い る。

・予 想 総 額1 ,800万 ドル で4年 間

デ モ ン ス トレー シ ョン1,200万 ドル

大 型 トラ ッ ク 改 造 費400万 ドル

公 共 輸 送 用 バ ス 改 造 費200万 ドル

・CAFE(公 式 平 均 燃 料 効 率 基 準)

incentiveが 与 え られ て い る 。

・DOEは メ タ ノー ル 製 造 工 場 の 検 討 を

指 示 され て い る 。

・EPAは 環 境 面 の検 討 を指 示 されて い る。

*AssessmentofCostsandBenefitsof

FlexibleandAlternativeUseintheU.

S.TransportationSector1988.(DOE/

PE-0080,-0085,-0086.)

こ れ はDOEが 石 油 輸 入 の 削 減 を 目的

に代 替 燃 料 に つ い て 供 給 体 制(燃 料,車

両)及 び 大 気 汚 染 につ い て 広 範 囲 に ア セ

ス メ ン トを行 っ た もの で あ る。

1990年 代 の 米 国 の 代 替 燃 料 車 と して ア

ル コー ル,CNG,電 気 に焦 点 をあ て て

検 討 して い る が 中 間 報 告 で は車 両 特 性 及

び 燃料 コ ス ト等 よ り メ タ ノー ル車 が 有 望

と して い る。

3.3環 境問題

米国における環境問題 としては,近 年,酸

性雨,自 動車排気ガス問題が クローズアップ

されていたが,本 年米国は歴史的大旱魅にあ

い温暖化問題がクローズア ップ した。

この温暖化問題はマスコミにも繰 り返 し大

きく採 り上げられ,ま た議会でも毎週のよう

に関係委員会で公聴会 を開催 しているようで

あ り,又,シ ンポジウム も開かれており関心

の高さが うかがわれる。

次期ブ ッシュ政権の環境政策についてはク

リー ンエネルギー として天然ガスの利用拡

大,ク リー ン・コール・テクノロジーの開発推

進,メ タノール,エ タノール等の代替燃料利

用車の開発導入推進等々 レーガン政権の重要

課題を引継 ぎ,新 政権,新 議会首脳部のもと

で恐 らくかなり活発な政策論議,具 体的な動

きが出て来るのではないかといわれている。

主な動向

(1)TheNationalEnergyPolicyActof

1988(S.2667)… ワース法案…

1988年7月 にワース議員外16名 により

上院に提出されたが審議未了で廃案にな

った。本年に入って超党派の20名 の議員

により再提出された。

この法案は気候や地球大気に影響を与

えるCO2,そ の他の徴量温室効果ガスの

発生をエネルギー政策 によって抑制 しよ

うとするものである。

CO2の 発生を2000年 迄 に20%,2015年

迄 に50%削 減することを目的に省エネル

ギーの促進や,代 替エネルギーの開発,

森林資源の確保,核 融合技術計画の策定,

世界の人口増加問題 にまで及ぶ広範囲な
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もの で あ る。

(2)GlobalEnvironmentalProtection

Actof1988.(S.2663)… ス タッフォー ド法

案 提 案 者 は ス タ ッ フ ォ ー ド議 員 外4名,

上 院 に提 出,現 在,環 境,公 共 事 業 委 員

会 に 付 託 さ れ て い る。

この 法 案 は 地 球 大 気 に 影 響 を与 え る物

質 に つ い てCFC,CO2,NOx,炭 化 水 素,

メ タ ン を あ げ て お り これ らの 汚染 物 質 を

対 象 に排 出 規制 ・抑 制 策 を打 ち出 して お

り環 境 保 護 政 策 そ の もの に よ って 規 制 し

よ う とす る もの で あ る。 法 律 の執 行 機 関

は 環 境 保 護 庁(EPA)で あ る。

(3)AlternativeMotorFuelsActof1988.

(PublicLaw100-494)

(4)CleanCoalFundingBi11,M$575for

3rdround.

4.お わ り に

米国におけるエネルギー政策の基本はエネル

ギー安全保障 と環境問題 であることは,ブ ッシ

ュ政権においても変わ りないと考 えられる。

大気汚染問題 に加えて,最 近CFC,CO2,

等々の温室効果ガスによる地球温暖化問題が

クローズアップして きた。環境政策 とエネルギ

ー政策は一体であるという認識のもとに,政府

は確固たる政策 をとるよう期待されている。

米国のエネルギー安全保障上の問題点は,

不安定なOPEC原 油への依存度が高いこと

にある。石油代替エネルギー として,石 炭,

天然ガス,メ タノール,エ タノール,太 陽光,

風力,原 子力等々研究は多様であ り,政 府は

それに多額の予算を注ぎ込んでいる。

自動車代替燃料法案が昨年秋成立 し,メ タ

ノール,エ タノール,天 然ガスについて検討の

推進が規定 された。又DOEは 代替燃料のア

セスメン トを行い,中間報告ではメタノールが

好 ましいと報 じている。エネルギー安全保障

と環境政策の両面から代替燃料の導入が練ら

れると思われるが,大 気汚染規制値未達成地

域か ら重点的に効率的に行われるであろ う。

米国は莫大 なエネルギー 資源保有 国で あ

り,産 出国であ り,ま た消費国で もある。米

国の高生活レベルは莫大なエネルギー消費の

上に成 り立っている。このような米国が,地

球温暖化問題に対 してどのような選択 をする

か,ブ ッシュ新政権がどのような具体策を打

ち出すか注目されるところである。

(おおこうち かずお 副主席研究員)
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欧州統一高速炉の研究開発概要

大 原 敏 昭
,

1.は じ め に

今,世 界 の 高 速 炉 開 発 に新 し い風 が吹 い て

い る。21世 紀 の 原 子 力 発 電 シス テ ム の 主役 を

担 うべ く革 新 的 技 術 開 発 の 先 駆 け が始 ま っ て

い る。

高 速 炉 開 発 先 進 国 の 米 国 は1983年10月16日

に ク リ ンチ リバ ー 増 殖 原 型炉(CRBR)の 建 設

計 画 を 白 紙i撤 回 し大 幅 に 後 退 し な が ら も,

1987年 にDOE(エ ネ ル ギー 省)はLMR(液 体

金 属 高 速 炉)開 発 計 画 を策 定 して,GE社 を 中

心 とす るPRISM(1395MWePowerReactor

InherentlySafeModule)とRI社 のSAFE

(1400MWeSodiumAdvancedFastReac-

tor)と い う金 属 燃 料 を採 用 した 高 速 炉 開 発 構

想 を支i援 し,昨 年7月25日 に は今 後 のLMR開

発 の 基 準 概 念 にPRISMを 選 定 した 。本 年1月

19日 に,DOEとGE社 と3年 間 の 革 新 的 概 念

設 計 契 約 を締 結 して21世 紀 初(2003年 頃)に

運 転 開 始 を 目指 し たLMRの 研 究 開 発 プ ロ ジ

ェ ク トを発 進 させ た 。

一 方
,欧 州 の 高 速 炉 研 究 開 発 体 制 は1984年

1月10日 に 欧 州5ケ 国(フ ラ ンス,イ ギ リス,

西 ドイ ツ,ベ ル ギー,イ タ リア)の 政 府 間 で,

高 速 炉 共 同 開 発 の長 期 協 力 協 定 を締 結 して 大

幅 な体 制 整 備 が 図 られ なが ら,SNR-300の 安

全性からの運転不認可問題,PFRの 蒸気発生

器 リーク事故,Superphenixの 燃料貯蔵容器

溶接欠陥(1987年3月Na漏 洩検出)等 の技術

的課題 とSuperphenixの 大幅な建設費増(軽

水炉の約2.5倍)か らの経済性の再見直 しなど

の事態に直面 し,高 速炉の欧州共同開発は大

幅な停滞を余儀 な くされるなかで,1987年 末

に欧州高速炉電力グループ(EFRUG)は 欧州

統一設計高速炉(EFR)設 計研究の計画構想

を発表 して欧州統一高速炉共同研究開発への

イニシアチブを発揮 し,昨 年9月6日 には高

速炉のエ ンジニア リング会社 よりEFR概 念

設計の基本構想 とな るEFR第 一次共通概念

設計の報告 を受けて,そ の設計構想に高い評

価 を与えた。本年2月16日 に,EFRUGは 欧州

主要3ケ 国(フ ランス,イ ギリス,西 ドイツ)

のエンジニア リング会社 と2年 間の共通概念

設計契約 を締結 して今世紀末(1996年 頃)に

建設開始を目標 に したEFR共 同研究開発 の

第一段階を推進 させ た。

以上の米国及び欧州における新 しい高速炉

開発動向は,日 本の高速炉実用化研究開発に

新たなインセンテブを与 え,飛 躍的展開をも

た らす契機 として,そ の成果に期待 したい。

本稿 では,欧 州 の 高速炉 共 同研 究 開発

"EFR"の 新 しい動 向につ いて
,そ の開発経
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緯,昨 年9月 に報告 された第一次共通概念設

計の概要(主 要 目)と 研究開発実施体制につ

いて,現 時点迄の状況を紹介 し今後の参考 に

供するものである。尚,第 一次共通概念設計

の詳細は未発表で,今 後の資料公開を注目し

たい。

2.主 な 経 緯

1987年6月 か ら1989年2月 迄 のEFR開 発

経 緯 に つ い て以 下 に 記 す 。

①19876.30atParis

出 席 者 フ ラ ン ス,西 ドイ ツ,イ ギ リス,

ベ ル ギー,イ タ リア の 各 電 力会

社(欧 州 高 速 炉 電 力 グ ル ー プ

(EFRUG)の メ ンバ ー)

討 議 事 項 ・既 存 の 次 期 高 速 炉 設 計(SPX-2,

SNR-2,CDFR)を 白紙 に戻 す 。

・欧 州 統 一 設 計 高 速 炉(当 時 の 呼

称 はEuro-1)の 建 設 を 目指 す 。

②198712.1atLondon

出 席 者EFRUGメ ンバ ー の 電 力会 社

討 議 事 項 ・欧 州 統 一 設 計 高 速 炉(EFR)の

第 一 段 階 とな る初 期2ケ 年(概

念 設 計 研 究)に 着 手 す る こ と を

正 式 に 発 表 。(原則 的 に合 意 に達

した。)

・所 要 資 金 は年 間 と して4000万 ド

ル(フ ラ ン ス,イ ギ リス,西 ド

イ ツ が 各 々1200万 ドル とベ ル ギ

ー
,イ タ リア で400万 ドル を負 担

す る)。

・EFRの 経 済 目標 は 競 合 す る軽 水

炉 の 発 電 コス ト(kWあ た り)の

1.2倍 以 内 とす る 。

③198712.8atLion

出 席 者 参 加 国 の エ ン ジニ ア リン グ会 社

と研 究 機 関

(NNC,Novatome,Interatom,

Belgonucleaire,Ansaldo,etc.)

討 議 事 項 ・EFRの 概 念 設 計 の 構 想 とス ケ ジ

ュ ー ル(概 念 設 計 は1.5年 で 終

了,そ の 後 詳 細 設 計 を3年 実 施

す る。)

・R&Dの 共 同研 究 の 対 象 な ど。

④19882月 末atBensberg(lnteratom本

社)

出 席 者EFRUG,参 加 国 の エ ン ジニ ア

リン グ会 社 と研 究機 関

討 議 事 項 ・EFRの 原 子 炉 構 造 部 分 の プ ロ ジ

ェ ク ト計 画 ・管 理 の 調 整

(lnteratom,NNC,Novatomeの

エ ン ジニ ア リン グ会 社 間 の 設 計

業 務 の 割 り当 て に つ い て の 調 整

な ど。)

・原 子 炉 仕 様 や 原 子 炉 安 全 に対 す

る考 え方 の 調 整 。(受動 的 安 全 性

の 適 用 範 囲 や 原 子 炉 格 納 施 設 の

思 想 な ど。)

⑤19883.1公 式 にEFR設 計 研 究(段

階1)の 概 念 設 計 研 究 開 始

⑥19883.atRisley

出 席 者EFRUG,参 加 国 の エ ン ジ ニ ア

リン グ会 社 と研 究 機 関

討 議 事 項 ・EFRの 第一 次 設 計 案 の 基 本 的 仕

様 の 特 徴(こ の 検 討 成 果 は9月

6日 のEFRUGの 会 合 に 提 出 す

る。)

・EFRの 概 念 設 計 作 業 に係 わ る所

要 業 務 の 目論 見(予 算)

一16一
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⑦19884月 末atBensberg

出 席 者EFRUG,参 加 国 の エ ン ジ ニ ア

リン グ会 社 と研 究 機 関

討 議 事 項 ・設 計 研 究 とR&Dと の 連 携 お よ び

作 業 分 担 な ど。(100のR&D項

目)

・参 加 国 の エ ン ジニ ア リン グ会 社

へ の 概 念 設 計 費 用 の分 担 につ い

て 。(財 源 分 担 問 題 は 英 国 の

CEGB民 営 化 計 画 発 表 で合 意 を

得 ず 。)

⑧19887.at不 明

出 席 者 参 加 国 の エ ン ジ ニ ア リン グ会 社

研 究 機 関

討 議 事 項 ・EFRの 第 一 次 概 念 設 計 の 提 案 作

業 の進 捗 状 況 の レ ビ ュー

⑨19889.6atLondon(UKAEA本 社)

出 席 者EFRUG,参 加 国 の エ ン ジ ニ ア

リ ン グ会 社 と研 究 機 関

討 議 事 項 ・エ ン ジニ ア リン グ会 社 のNNC,

Novatome,Interatomの 増 殖

炉 ラ イ セ ン ス ・コ ン ソー シア ム

のSerena/Fastecよ りEFRUG

に"EFRの 第 一 次 共 通 概 念 設 計

(AFirstConsistentConce・

ptualDesign)"の 報 告 。

・EFRUGの 要 求 事 項 を 満 足 す る

設 計 構 想 で あ り,今 後 の 設 計 進

捗 に期 待 が 高 ま っ た。 なお,各

国 の 電 力 会 社 の コ メ ン トは次 の

通 り。

フ ラ ン ス(Edf):建 設 費 削 減 の

必 要 性 を 強 調 しEFRを 一 層 合

理 化 す る こ と。

イ ギ リ ス(CEGB):EFRの 段

階IIの 財源分担について難 しい

立場を強調。

ドイツ(RWE):原 子力安 全固

有の問題はNSSSに 限 りBOPを

高価にしない。

・第一次共同概念設計の主要諸元

は第3章 に示す。

⑩19892.16atBonn

出 席 者EFRUG,参 加 国のエンジニア

リング会社 と研究機関

討議事項 ・EFR共 同設計研究契約書,高 速

炉技術 と燃料 に関す るR&D共

同研究契約書 と技術情報開示契

約書 に正式調印。

⑪ 今後のスケジュール

・1989.9月 頃:EFR第 一次共通概念設計

のその後の設計作業の中

間 レビュー。

・1990.3月1日:EFR概 念設計を完了する。

(この時 点迄 にEFRの

建設地点 をEFRUG内 で

決定。)

・1990から3ケ年 二段階IIと しての詳細設計

期間。(特定サイ ト条件 を

入れて概念設計を詰めて

経済性を高める。)

・1995～96二EFR建 設開 始 着 手(目

標)。

3.第 一 次 共 通 概 念 設 計(TheFirst

ConsistentConceptualDesign)

の 概 要

1988年9月,EFRUGに 報 告 さ れ たEFRプ

ラ ン ト構 想 の 概 要 を以 下 に記 す 。 ま た,プ ラ
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ン ト全体配置を図1に 示す。尚,詳 細は未発

表である。

①プラン ト設計主要 目

・原 子 炉 熱 出 力

・電 気 出 力(公 称)

・電 気 出 力(正 味)

・熱 効 率

・原 子 炉 入 口温 度

・原 子 炉 出 口温 度

・給 水 温度

・蒸 気 温 度

・蒸 気 圧 力

・主 ポ ンプ 流 量

・主 冷 却 系 圧 力 損 失

・二次 系 ポ ンプ 流 量

・二 次 冷 却 系 圧 力 損 失

・燃料 線 出 力

(nominalmaxSOL)

・燃料 線 出 力

(nominalmaxEOL)

・燃料 被 覆 管 温 度

(nominalmax)

・燃 焼 度(目 標 値)

② プ ラ ン ト主 構 成 計 画

・原 子 炉 構 造

・原子炉炉心構成

3600MWt

1520MWe

1421MWe

O.395

395℃

545℃

240℃

490℃

185bar

19293kgs-1

640KN

15327kgs-1

400KN

520Wcm-1

410Wcm'1

630℃

20at.%

コンパ ク トプー

ル型

非均質炉心

表1

・燃料構成

・原子炉容器直径

・主冷却系統回路

・主ポンプ基数

・中間熱交換器基数

・蒸気発生器(直 管型)

③その他

・原子炉及び主冷却系

全重量

・原子炉停止失敗確率

・崩壊熱除去失敗確率

・二つの異なるかつ安

全裕度を有す る炉停

止機構

・独立2系 統の崩壊熱

除去系統の装備

4.EFRの た め の 協 力 体 制

混合酸化物

(炉心長寿命化)

17m

3ループ

3基

6基

6基

20%減 少(SPX

-2と 比 較)

10-7/年

10L7/年

1式

1式

EFRの 共同設計研 究に係わ る関係組織の

共同研究実施体制,各 設計業務内容 と分担先

会社が,昨 年2月 末時点で大略の合意を見て

おり,以 下にその要点を記す。

①EFRに 関係す る欧州各国の電力会社 グ

ループ,エ ンジニア リング会社 と研究機関

名称 と構成 について表1に 示す。

EFR関 係 国 と機 関

Deutschland

(西 ドイ ツ)

Frankreich

(フ ラ ンス)

Grossbrit.

(イ ギ リス)

Italien

(イ タ リ ア)

Belgien

(ベ ル ギー)

EVU'

(電 力会 社)
SBK(RWE) Edf CEGB ENEL SBK(EN)

Hersteller

(設計 会 社)

INB

(Interatom)
Novatome NNC Ansaldo INB(BN)

F十E

(研究機関)

KfK/

Interatom
CEA UKAEA ENEA CEN-SCK
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図2EFR共 同研究体制組織図

働

② 共 同研 究 実 施 体 制 は 運 営 委 員 会(Steer・

ingcommittee)が 最 高 決 定 機 関 で 次 に幹

部 委 員 会(Seniorcommittee)そ の 下 に プ

ロ ジ ェ ク ト管 理 チ ー ム(ProjectManage-

mentTeam)が あ り計 画 立 案,設 計 調 整,

作 業 指 示 そ して 幹 部 委 員 会 へ の報 告 等 に責

任 を持 つ 実 働 運 営 部 隊 で あ る。 そ の 構 成 貝

は各 社 の プ ロ ジ ェ ク ト ・エ ン ジ ニ ア か らな

り,ProjectManager,TechnicalIntegra・

tionandCostingGroup,ProjectManage・

mentToolsandQualityAssurance

Groupな ど を組 織 して い る。な お,EFRUG

との 調 整 は幹 部 委 員 会 とPMTと で 対 応 す

る。 全 体 組 織 図 を図2に 示 す 。

③ 設 計 業 務 内容 と担 当会 社 は各 々 次 の 通 り

で あ る。

・炉 心 設 計 … …NNC

・主 冷 却 系 設 計 … …Novatome

・二 次 冷 却 系 設 計:・… ・Interatom

・DHRシ ス テ ム 設 計 … …Ansaldo-lnteratom

・燃 料 交 換 系 設 計 … …NNC

・原 子 炉 格 納 系 設 計 … …Interatom

・プ ラ ン ト性 能 特 性 … …NNC

な お,炉 心 設 計 のNNCとDHRシ ス テ ム

設 計 のAnsaldo-lnteratomは 主 設 計 担 当 で

あ る。 以 上 の 関 係 を図3に 示 す 。

④EFR概 念 設 計(段 階1)の 設 計 研 究 契 約

関 係 は 昨 年7月 の イ ギ リス 政 府 のFBR予

算 削 減 発 表 で 調 印 が遅 れ て い た が 本 年2月

に合 意 に達 した。 尚,エ ン ジ ニ ア リン グ会

》
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社の設計費用は各電力会社が各々の参加国

のエンジニア リング会社の設計担当部分 を

負 担 す る こ とに な っ て い る。
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図5LMR計 画スケジュール

溶接部漏洩事故原因を究明し,本 年1月10日

に政府の許可を得て13日 に運転を再開した。

現在,日 本の高速原型炉"も ん じゆ"の 建

設進捗率は63%(2月15日 現在)で あ り,来

年初めには高速実証炉1号 機の基本仕様選定

が計画 されている。ソ連 も高速原型炉BN-

600を 運転 し,実 証炉規模のBN-800の 建設着

工 とBN-1600の 設計研究 と21世 紀に向けて

着実な技術展開を図っている。フランスの高

速実証炉Superphenix発 電所は燃料貯蔵容器

以上,世 界の高速炉 をめ ぐる開発 トレン ドは

21世紀原子力発電のKey・Systemと して位置

ずけ,ク リーンで安心なそして決 して高価で

なく付加価値の高いハイテク エネルギー源

として国際間でのたゆまぬ技術的挑戦 を求め

てや まぬ ものである。

今後の 日本の国際的役割に期待 したい。

(おおはら としあき 主管研究員)
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電気 自動車をめ ぐる最近の技術動向と商業化への動 き
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1.は じめ に

「技術的に見て,近 代的電気自動車の時代

が到来 したのは間違いない。」これは昨年11月

にカナダの トロン トで開催 された第9回 国際

電動車両シンポジウムにおける米国電力研究

所(EPRI)所 長LarryO'Conne11の 言葉であ

る。従来,電 気 自動車については,そ の優れ

た環境保全性や石油消費削減効果などから利

用拡大が期待 されながら,性 能および経済性

に難点があ り普及が阻まれていた。しか し,

上述のように少なくとも性能面での向上が著

しいこと,お よび一段 と厳 しくなる環境保全

への動 き等から,電 気 自動車は今後一層の注

目を集めるもの と考えられる。そこで,本 稿

では前記シンポジウムの報告 を踏 まえなが

ら,最 近の電気自動車をめ ぐる技術動向と本

格的商業化への動 きについて述べ る。

2.第9回 国際電動車両シンポジウムの概要

国際電動車両 シンポジウムは1969年 に米国

フェニックスで第1回 が開催 されて以来,ほ

ぼ2年 に1度 の頻度で開催されている電気 自

動車に関する最 も包括的な会議である。今回

の会議はその9回 目に当たり,主 催国のカナ

ダ をは じめ30ヵ 国以上か ら380名 近 くの参加

者があ り,わ が国からも10数名が参加 した。

会議の報告件数は100を 超え,わが国からも ト

ヨタおよび 日産の技術報告,環 境庁および日

本電動車両協会からの概況報告等があった。

また,最新の電気自動車20台 近 くが展示およ

び試乗のために出品されたことも好評であった。

3.会 議の印象

会議全体 を通じて得た印象をまとめれば,

およそ次のように言えよう。

① 技術進歩

米国エネルギー省(DOE>の 電気 自動車

(ハイブ リッ ド車を含む)開 発プログラムの

下でフォー ドが開発 中の最新電気 自動車

ETX-IIが その全容 を現 したのに代表され

るように,電 池,動 力 ・制御系,お よび車

両全体にわたっての技術的進展が 目覚 まし

く,近 代的電気 自動車の輪郭が示された。

② 商業化への模策

ロスアンゼルス市の電気 自動車10,000台

導入提案,電 力会社主導のGMG-Van量 産

計画など,電 気 自動車の本格的普及 を目指

す具体的方策が議論された。前者では大気

汚染対策として他に手段のないこと,また,
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1

後者ではマーケッ ト調査に基づ き需要 を確

保できる見通 しのあることが強調 された。

③ 新型電池の開発 も着実に進展

電気 自動車の最大の課題は充分な性能 を

発揮できる電池(二 次電池)が ないことで

あ り,こ のため種々の新型電池開発の努力

が各国で進められている。ニ ッケル/カ ド

ミウム(Ni/Cd)電 池,亜 鉛/臭 素(Zn/Br)

電池,ナ トリウム/硫 黄(Na/S)電 池など

は電気自動車用のフルサイズバ ッテ リーが

試作 され,車 載試験が行われている。ニ ッ

ケル/鉄(Ni/Fe)電 池あるいはNi/Cd電 池

は需要さえあれば量産可能な段階 にあり,

またNa/S電 池 も3～5年 で商業化 される

見通 しである。

④ 環境面でのメリット

CO,NOxな どの規制対象物質の排出が

少 ないという点だけでな く,話 題のCO2の

抑制 にも電気自動車が有効であることが強

調 された。これは今後開発予算等で電気 自

動車にとって順風 となろ う。

⑤ 国際協力で合意

会議の期間中に各国の関係者による会合

があり,電 気自動車に関する国際協力機関

を設立することで合意がなされた。ただ し,

わが国が時期尚早 として態度 を保留 したの

はやや不可解であった。

4.技 術 動 向

会議の報告の中から技術的に興味のあった

話題をい くつか紹介する。これらは,大 きく

分ければ,駆 動 ・制御 システムの改良,新 型

電池の開発,お よび燃料電池ハイブ リッドバ

スの開発である。

(1)駆 動 ・制御 システムの改良

①ETX-II(米 国DOEプ ログラム)

米国では1976年 に成立 した法律に基づ

いて,エ ネルギー省(DOE)が 中心 とな

って電気 自動車の開発 とフィール ド試験

を実施中である。このプログラム(Elec・

tricandHybridVehiclesProgram,

EHV)で は技術開発および試験 ・評価が

二本の柱 となってお り,前 者では電気 自

動車用各種バ ッテリーおよび駆動 システ

ムの開発 と,先 進技術の研究が,ま た,

後者では電気自動車の走行試験およびバ

ッテリー と車体の評価試験等が実施 され

ている。今回の会議で もDOEプ ログラム

関連の発表が多数あったが,そ のハ イラ

イ トはフォー ドが中心となって開発 中の

最新型電気 自動車ETX-IIの 全容が報告

されたことである。DOEプ ログラムでは

3種 の駆動 ・制御システムの開発が進め

られてお り,一 つはモータと車軸が二軸

構i造の もの(DSEP)で あ り,他 の二つは

これ らが一軸構造 となっている。一軸構

造のシステムは第一世代,第 二世代 に区

分され,ETX-IIは1985年 から開発が開

始された第二世代の,し たがって最新型

の駆動 システムである。

ETX-IIの 主な特徴は次のとお りであ

る。

(i)遊 星ギヤ等 を有効 に活用 し,モータ,

トランス ミッション(自動2速),車 軸

を一軸構成 とした(写 真1参 照)。 これ

により軽量 ・コンパ クト化が実現 し,

ボデーへの取 り付 け,す なわち生産が

容易 となった。

(ii)ネ オジウム鉄系の永久磁石 を用いた
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写真1フ ォー ドETX-IIの モー タ,ト ランス ミッシ ョン を一体 化 した駆

動 シス テム(DOEプ ログ ラム)

強力なモー タの採用により高出力(70

Hp)を 達成 し,ま た,イ ンバータなど

制御系の改良により,電 気系統の効率

が91%に 向上 した。

ω 徹底 したシミュレーションによりバ

ッテリーを含む動力系,制 御系を最適

化 し,設 計に役立てた。

(1v)バ ッテ リーは開発途上であるがナ ト

リウム/硫 黄電池の採用を前提 とし,

一充電走行距離(市 街地走行モー ド)

は160km以 上 を目標 としている。

会議では計6件 に分 けて詳細な報告が

あり,ま たこの駆動 システムおよびナ ト

リウム/硫 黄電池を塔載 した試作車が発

表,展 示 され注 目を浴びた。生産性を考

慮 した設計や性能面での向上 をみるとそ

の将来が期待されるが,バ ッテ リー,モ

ータ等の実用化 とコス ト低減が今後の課

題であろう。

② 新型モータ

電気 自動車用の モー タに関 しては,

ETX-IIの 新型モータの他に,日 産か ら

交流ディスクモータが報告され,ま たカ

ナダUniqueMobility社 の回転 カゴ型モ

ータが展示 された。前者はETX-IIの モ

ータと同様ネオジウム鉄系の永久磁石お

よび新 しい制御方式 を用いて高効率を達

成 し,後 者は車輪に一体化可能 なコンパ

ク ト,軽 量のモータとなっている。電気

自動車用 としては今後 このような交流モ

ータ,特 に稀土類系永久磁石 を用いた高

性能,高 効率のモー タが主流 となろう。

③ 仏PSAグ ループの駆動系

ヨーロッパではフランス,西 ドイツが

主体 となって電気 自動車の研究開発が進

められているが,今 回の会議ではフラン

スのPSAグ ループ(プ ジョー)が 駆動系

の報告 を行 った。これはETX-IIと 同様

モータを含め一軸構造 となっているが,

その主 目的は新技術の採用 より,既 存量

産車の内燃機関駆動系 との交換性 を重視

し,生 産 ラインの活用 とコス ト軽減 を図
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ることである。この一軸駆動系は現在小

型乗用車および小型ピックアップに塔載

されて試験中である。現状技術 をべ一ス

としたこのような方向も量産 とコス ト低

減を実現する上で参考 となろう。

(2)新 型電池の開発

①DOEプ ログラム

米国DOEプ ログラムでは電気 自動車

用二次電池の体系的開発が進められてお

り,改 良鉛電池の他 に表1の 示すように

6種 類の新型電池が対象 となっている。

このうち,Ni/Fe電 池,Ni/Cd電 池は開発

の最終段階にあ り,フ ルサイズ電池の車

載試験等が実施 され,残 りの4種 につい

てはより基礎的な研究が行われている。

Ni/Fe電 池はDSEP用 にEagle-Picher社

表1

で開発 された ものであるが,EPRIを 中

心に開発 中のクライスラーのTEVanに

も塔載 され る予定で ある。ETX-IIの

Na/S電 池 につ い ては英 国のChloride

SilentPower社 で開発中であるが,ETX

-IIへ の塔載の前に英国で車載試験が実

施されている。また,Zn/Br電 池について

は設計改良による新電池の製作,Fe/Air

電池については基礎実験がそれぞれ実施

されている。

DOEプ ログラム下における新型電池

の開発は体系的なものであるが,最 近電

池の種類によっては米国外の企業の技術

進展が目覚ましく,こ のプログラムにお

ける開発体制の見直 しを迫 られているよ

うである。

②SAFT社 のNi/Cd電 池

各国における新型電池の開発状況

開発機 関 電池の種類 開発 段階
エネルギー密度

(Wh/kg)

寿 命

(サイクル)
備 考

JCI Zn/Br B 55(75) >35(600) DOEプ ログラム

ANL/Gould LiAl/FeS M 100 >150 〃

CSPL Na/S C 165(100) >1000(600) 〃

WH Fe/Air C 70(100) >120(600) 〃

E-P N /Fe M 53(56) 500(1125) 〃

ERC N /Cd M 44(53) 243(500) 〃

SAFT
N

N

/Fe
/Cd

M

M

48

52

>1000

>1200

一

フ フン ス

ABB/Powe1plex Na/S B 86 >300 西 ドイツ/カナ ダ

トヨタ Zn/Br B 72 >250 日本

注1.JCI=JohnsonsControls,lnc.ANL=ArgonneNationalLaboratory

CSPL=ChlorideSilentPower,LtdWH=WestinghouseElectricCo.

ERC=EnergyResearchCo.ABB=AseaBrownBoveri

2.()内 数 字 はDOEプ ロ グ ラ ム の 目 標 値

3.開 発 段 階 の 欄 のCは セ ル,Mは モ ジ ュ ー ル,Bは バ ッ テ り一

E-P=Eagle-Picher,Inc.
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フランスのSAFT社 は従来電気 自動車

用Ni/Fe電 池の開発 を進め,少 量生産 も

行 われたが,新 しいCd電 極 を採用 した

Ni/Cd電 池が 性能面で優れているため,

今後この新Ni/Cd電 池への移行を図る方

針である(表1)。

この電池では,陰 極のCd電 極 を焼結式

からプラスチックボン ド式 とすることに

より,エ ネルギー密度 と寿命が向上 し,

またコス トが大幅に下がった。ただ し,

電極材料のNiお よびCdが 高価なため,電

池単体の価格は鉛電池 と比較するとかな

り高い(SAFT社 の試算では約3倍)。 し

か し,寿 命は鉛電池の3倍 以上が期待で

きるため,ラ イフサイクルコス トでは有

利になるとしている。

③Powerplex社 のNa/S電 池

Na/S電 池は正極 に硫黄,負 極にナ ト

リウム,電 解質にべ一タアル ミナ と呼ば

れ る固体電解質 を用いる高温型電池(使

用温.度:300～350℃)で ある。その主な

特徴は次の とお りである。

(i)理 論エネルギー密度は鉛電池の4倍

以上の高エ ネル ギー密度 の電池で あ

る。

(ii)充 放電における副反応が全 くないた

め,充電 された電気量は100%放 電可能

でありまた自己放電 もゼロである。こ

のため,電 池の残存容量の測定が容易

であり,ま た,回 生制動が極めて有効

となる。

(iii)完全密閉型であるため,原 則 として

保守が不要である。

(iv)放 電率が変わっても放電できる電気

量はほぼ一定であるので,負 荷変動の

大きい用途で も問題がない。

ただ し高温型であるため不使用時,充

放電時でそれぞれ電池の温度管理が必要

となるが,こ れは技術的には対応可能で

あろう。

このようNa/S電 池は電気 自動車用 と

して優れた電池 と考 えられ,各 国で開発

が行われている。現在技術的に最 も進ん

でいるのは,カ ナダのPowerplex社 とみ

られ て い るが,同 社 はAseaBrown

Boveri社(西 ドイツ)とMagnaInterna-

tional社(カ ナダ)と によ りNa/S電 池の

開発 のため に設立 された合弁会社で あ

る。ここでは,す でに図1に 示す ような

プ ロ トタイプバ ッテ リーが製作 され,

種々の車 に車載 され試験 が行 われ てい

る。エネルギー密度の値がやや低 いが(表

1参 照),こ れは商業化時(同 社では2

～3年 後 を想定)に は100Wh/kg以 上 に

改善 される見通 しである。前述のフォー

ドETX-II試 作車に塔載 されたのはこの

プロトタイプバ ッテ リーである。

④ トヨタのZn/Br電 池

Zn/Br電 池は常温型の電池で,構 造が

簡単,高 エネルギー密度・高出力,構 成材

料がプラスチックで大量生産によるコス

ト低減が期待できるなどの特徴がある。

トヨタ自動車では従来か らこの電池の

開発 を続けてきたが,1987年 末のわが国

でのモーターショウで車載可能 なバ ッテ

リー として,そ れを塔載 した2人 乗 りコ

ミュータEV-30と ともに発表 され注 目さ

れた(写 真2)。 今回の会議ではその性能

等の詳細が報告された。この電池は重量

120kg,放 電容量8.7kWhで あ り,エ ネル
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⑪ ・

図1ナ トリウム/硫 黄 電池(プ ロ トタイプ,Powerplex社)

鱗
語鋼

、

鰹轡 鱒 .麟 糠 麟難
q鰐 ・';ε・:蹴 ぎ

tl:'i:・'。 宏鞭 鰹 。'。x。≦チ曾ゴま 」:

写 真2亜 鉛/臭 素 電池 とそれ を搭 載 したEV-30(ト ヨタ)

嚢
縢灘識羅

ギー密度は72kWh/kgと なる。EV-30に

よる走行試験では一充電走行距離が鉛電

池でのそれ(推 定値)の 約2倍 に相 当す

る結果が得 られている。 また,車 載耐久

テス ト中の電池は安定 した性能 を保持

し,走 行距離は3,000kmを 超えている。

性能面では良好であ り今後はコス トを下

げるための努力が必要 としている。

⑤ その他の電池

今回の会議における電池関係の報告か

ら電池別の内訳 を見 ると,Na/Sが4件,

Zn/Br,Ni/Cdお よびリチウム(Li)系 が

それぞれ3件,ア ル ミニウム/空 気(A1/

Air)お よび鉛(電 解液循環型)2件 とな

⑪
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っている。Li系 の うち常温型については

カナダのMoliEnergy社 が リチウム/硫

化モ リブデン(Li/Mos)電 池の電気自動

車用への大型化研究(単 三型の二次電池

は市販されている)の 現状 を報告 した。

また高温型の リチウム合金/硫 化鉄電池

およびAI/Air電 池については,そ れぞれ

米国およびカナダか ら実験室レベルの研

究状況が報告 された。 これらの電池は前

述のNa/S電 池等に比べ るとより基礎的

開発段階にあるといえよう。

(3)燃 料電池ハイブ リッドバスの開発

技術動向で もう一つ注 目されるのは,

DOEプ ログラムの中で新たに開始 された

燃料電池 と二次電池の組合わせによるハイ

ブ リッ ドバスの開発計画である。ハイブリ

ッ ド方式は従来内燃機関 との組合せがいろ

いろ試みられて きたが,エ ンジンの排気ガ

スによる環境面のデメリッ トが大きい。一

方,燃 料電池は出力密度 と負荷応答性に問

題があ り,こ れだけで電気 自動車のエネル

ギー源 とするのは難 しいが,二 次電池 との

組合せによりこの問題は解決可能である。

最近の燃料電池技術の進歩 を考慮 してこの

計画が開始 されたもののようである。

1987年 から1989年 までを第1期 とし,実

験室での試験を中心に30kW級 の燃料電池

(空冷式および液冷式の2種 類,燃 料はメタ

ノール)の 開発 を行 う。その後,1990～1991

年を第2期,1992年 以降 を第3期 とし,小

型バスへの組み込み,走 行試験を行 う計画

となっている。

燃料電池の小型化が実現できれば,こ の

方式はバスなどの大型車両の走行距離 を伸

ばす有力な手段 となろう。なお,こ の燃料

電池の開発にはわが国の富士電機が参画 し

ている。

5.電 気 自動車の商業化の動 き

世界の電気 自動車の利用状況は現時点では

極めて限られたもの となってお り,し かもそ

の大部分 は試験的性格のものである。商業ベ

ースでの生産はかつてイギ リスでバ ン型の電

気 自動車(Bedford)の 例があるが,採 算上の

問題から数100台 の生産で終わっており,現在

商業規模での電気自動車の生産は行われてい

ない。

米国およびカナダでは,電 力会社が中心 と

なって電気 自動車の普及を図る動 きが活発に

なっているが,そ の一環 としてゼネラルモー

ター ズで開発中のG-Vanの 量産計画がある。

またロスアンゼルス市では電気 自動車10,000

台導入の提案が発表されている。以下にその

概要 を紹介する。

(1)G-Vanの 量 産 計 画

米 国 で は 電 力 研 究所(EPRI)お よ び 主 要

電 力 会 社 に よ り,電 気 自動 車 の 開 発 ・普 及

を 目 的 と す るElectricVehicleDevelop-

mentCorporation(EVDC)が1984年 に 設

立 さ れ て い る。G-Vanは 英 国 で 生 産 され て

い たBedfordを 米 国 向 け に 改 良 した もの で

あ り,す で にプ ロ トタ イ プ車 が 数 台 走 行 試

験 等 を実 施 中 で あ る。(写 真3,表2参 照)。

電 池 は鉛 電 池 で あ るが,EVDCは 詳 細 なマ

ー ケ ッ ト調 査 に よ り
,量 産 に見 合 う需 要 が

あ る と し て,具 体 的 な量 産 ・普 及 方 策 を検

討 中 で あ る。 そ れ に よ れ ば,今 年 の 後 半 か
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写 真3G-Vanの プ ロ トタ イプ 車(ゼ ネ ラル ・モー ター ズ)

表2G-Vanの 仕 様 と 性 能

Dimensions(ininches)

Wheelbase125

0vera111ength202

0verallwidth79

0verallwidthwithmirrors90

0verallheight82

Groundclearancetobatterytray7

Fronttread75

Reartread78

1nteriorheight46

1nteriorwidthatfloor70

Wheelhouselength36

Widthbetweenwheelhouse60

Weights(inpounds)

CargoPassenger

Grossvehicleweight8,6008,600

Payload1,8001,450

Curbweight6,8007,150

PerformanceData

Range:35mphconstantspeed90mi

Simulatedcitydriving60mi

Topspeed52mph

Accelerationtime(0-30mph)13sec

Energyconsumption(wallplug)9kWh/mi

StoPPingdistancefrom:
30mph52ft
50mph168ft

0

ら,100台 程度の限定生産を開始 し,米 国内

の2～3の 地域で大規模なデモンス トレー

ションを行い,1990年 以降には本格的な量

産体制 に入 る計画 となっている。このため,

商業べ一スの電気自動車販売会社の設立 も

検討されている。

このG-Vanの 量産 ・普及計画の成否は今

後の電気 自動車の商業化の行方 を占う上で

重要な意味 を持っだろ う。

(2)ロ ス ア ンゼ ル ス市 の 電 気 自動 車10,000台

導 入 提 案

この 提 案 は ロ ス ア ンゼ ル ス市 の 市 議 会 議

員Braudieに よ り報 告 さ れ た もの で,会 議
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でも大きな反響 を呼んだ。その内容は今後

1995年8月 までにロスアンゼルス地区で合

計10,000台 の電気 自動車 を導入す るため

に,市 後援の国際的コンペ を行い,条 件が

満たされれば,公 共機関等を中心に積極的

に導入を図るというものである。

米国では大気浄化法により,主 要な大気

汚染物質の基準濃度が定められ,1987年 末

までにこの規制値以下にすることが求め ら

れていた。 しか し,多 くの大都市でこの基

準は達成されず,特 にロスアンゼルス市は

最悪であった。このため,今 後新たな産業

の立地規制など連邦政府か ら種々のペナル

ティが課せ られる可能性がある。 この大気

汚染の原因の大半は車によるものであり,

かつ,こ の地区は発展途上にあるため,連

邦政府の基準を達成するのは至難の技 と考

えられた。 メタノール車などの他の代替手

段では長期的には解決にならないため,実

質上選択の余地は電気自動車 しかないとい

う状況である。

このような背景か ら,Braudieは 現在の

技術 による走行距離で も充分 と考 えられ

る,自 治体の業務車や大学など教育機関で

利用 される車などから導入 を始め,性 能向

上につれて対象 を拡げることによ り電気 自

動車の普及を促進するとして,三 段階の具

体的性能目標 を示している。財政的手段等

は明らかにされていないが,ロ スアンゼル

ス市議会の承認を得た計画 ということであ

り,やは り今後の成 り行 きが注目され よう。

6.お わ り に

第9回 国際電動車両 シンポジウムの報告 を

中心に,欧 米諸国の電気 自動車をめ ぐる技術

動向と商業化の動きをやや トピック的に紹介

してきたが,技 術的には電気自動車のイメー

ジアップが図られていること,ま た商業化に

関しても具体的計画が進められていることを

強調 してお きたい。

わが国で も国レベルでの新たな技術開発の

検討や,電 力会社による欧米車購入あるいは

独 自開発など電気 自動車への期待が改めて高

まっているが,欧 米,特 に米国における長期

的視点に立 った技術開発の進め方や,商 業化

への努力 と体制づ くりなど,今 後のわが国の

進むべ き方向への示唆を与える点 も多いと考

えられ る。

(たか くら たけし 主管研究員)
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平成元年度の資源エネルギー関連予算の概要について

堀 口 光

1.は じ め に

国の施策 を見る場合,一 般には,予 算,税

制,財 政投融資が,そ の主要なもの としてあ

げられる。そしてこれらは,そ れぞれに関連

を持ちながら,最 大限の効果 を得 るべ く,採

用されている。

本稿においては,平 成元年度の資源エネル

ギー関連施策の概要 をみることを主目的にし

てお り,本 来であるならば,上 記3つ の方法

原油 ・石 油製 品

関税

1,253億 円

(1,298億 円)

石 油 税

石 油2,040円/k£

LPG670円/t

LNG720円/t

石油及び石油代替エ

ネルギー勘定

4,408イ 意円

(4,151億 円)

について説明を加えてい く必要があるが,紙

幅の関係 もあって,特 に国 としての施策の方

向づ けが明確 にわか りやすい予算(エ ネルギ

ー関係特別予算)に 重点を当て説明を加え る

ことにより,施 策の概要 を理解 していただけ

るようにしたい。

まず,特 別会計予算の源資は,大 きく原油 ・

石油製品関税 と石油税,電 力料金 にかかる電

源開発促進税か ら成 り立っている(図1)。 そ

してこれら全体 で,平 成元年度には8947億 円

電源 開発 促進 税

44.5銭/kWh

1,864億 円

(1,726億 円)

1,421億 円

(1,213億 円)

⑪

⑪

石炭並びに石油及び石油代替エネルギー対策特別会計

5,662億 円(5,450億 円)

電 源 開発促 進対 策特 別会 計

3,285億 円(2,940イ 意円)

特別 会計 合計8,947億 円(8,389億 円)

図1エ ネ ル ギー関係 特別 会 計の概 要(括 弧 内は63年 度予 算額)
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に な っ て い る。 更 に 内訳 を み る と,大 き く石

炭 勘 定,石 油 及 び石 油 代 替 エ ネ ル ギー 勘 定,

電 源 多様 化 勘 定,電 源 立 地 勘 定 の4つ に分 か

れ て お り,全 体 に 占め る割 合 は,順 に15%,

50%,20%,15%と な っ て い る。

以 下 で は,こ れ ら4つ の勘 定 につ い て,そ

の 目的 と内 容 の概 略 につ い て,特 に新 規施 策

に重 点 を置 きな が らみ て い くこ と と した い。

2.石 炭 勘 定

石炭勘定は,そ の名の通 り石炭関係の施策

を行 うべ く使用 されてお り,平 成元年度には

1,253億 円が計上されている(表1)。

表1石 炭勘定の概要

匡 炭 勘 定1

(単位:億 円,()内 は63年 度 予 算額)

の活性化を目的とする産炭地域振興対策等か

ら成 り立ってお り,以 下,順 に説明を加 える

こととする。

(1)合 理化安定対策

合理化安定対策の代表的なものをあげると

以下のようになっている。

①炭鉱整理促進費補助金

石炭鉱山の閉山や規模の縮小に伴 う地域

の社会的,経 済的混乱 を緩和するため,石

炭鉱業合理化臨時措置法に基づいて行なわ

れる補助金であり,石 炭鉱山を廃止,規 模

縮小 を行った事業者及びその鉱山に従事 し

ていた労働者や中小下請企業の労働者等に

対 して補助 を行 うものである。

②坑内骨格構造整備拡充事業費補助金

炭鉱における安定 した生産体制の確保や

1.合 理化安定対策

炭鉱整理促進費補助金

坑内骨格構造整備拡充事業

費補助金

石炭鉱業安定補給交付金

鉱山保安確保事業費補助金

新エネ機構需給安定化融資

利子補給金

2.鉱 害 対 策

鉱害復 旧事業資金補助金

3.産 炭地域振興対策

産炭地域振興臨時交付金

4.労 働 省 分

5,そ の 他

336(394)

71(48)

69(80)

82(ll4)

63(78)

20(29)

565(565)

504(504)

82(77)

44(38)

222(218)

49(44)

合 計 1,253(1,298)

前年 比3.0%減

そしてこれは,石 炭鉱業の合理化 ・安定化

を目的とする合理化安定対策 と累積する石炭

鉱害の補償 を目的とする鉱害対策,産 炭地域

保安の確保 を図るため,採 掘権者が行 う坑

内骨格構造の整備拡充に必要な経費を補助

していこうとするものである。

③石炭鉱業安定補給交付金

石炭鉱業の安定を図るため,石 炭企業 に

対 し,そ の坑 内掘による出炭量に応 じて交

付金を交付するものである。そして,昭 和

62年 度か らは,生 産体制の円滑 な集約化の

ため,計 画的減算に対する加算補給金 も交

付 している。

④鉱山保安確保事業費補助金

坑内条件の厳 しい石炭鉱山において保安

確保 を図 るため,ガ ス突出や坑内火災等の

重大災害の発生や被害の拡大 を防止するよ

うな保安確保工事に対 し,補 助金を交付 し

てこうした工事 を促進 しようとするもので

ある。そして,平 成元年度においては,ガ

ス抜 き及び先進ボー リング工事 と仕繰拡大
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工事の対象範囲の拡大を行 っちいる。

(2)鉱 害対策

鉱害対策は,石 炭勘定全体の約6割 を占め,

石炭対策の中で も重要 なもの となっている。

そしてこの大宗は,鉱 害復旧事業資金補助金

が占めている。これは,「臨時石炭鉱害復旧法」

に基づ き,石 炭の採掘によって被害 を受けた

農地,公 共施設,家 屋等の復 旧に必要 な事業

費の一部 を補助 しようとするものである。そ

して,鉱 害復旧長期計画(昭 和57年11月)の

下に,計 画的に復 旧を推進 している。

(3)産 炭地域振興対策

これは,「産炭地域振興臨時措置法」に基づ

いて策定された産炭地域振興計画 と実施計画

の円滑な推進を図るための調査 を行 うもので

ある。そ して,平 成元年度においては,産 炭

地域振興臨時措置法の法期限を平成3年 に控

えて,昭 和36年 以降国が実施 して きた産炭地

域振興対策(企 業誘致の推進,産 業基盤 ・生

活環境基盤の整備,地 方財政の支援,地 域活

性化等)の 総括的調査を行 うこととなった。

3.石 油及び石油代替エネルギー勘定

これは,大 きく石油の開発や備蓄 を目的 と

する石油対策 と石油代替エネルギーの導入促

進や開発を行 う石油代替エネルギー対策 とに

分けられる(表2)。 しか し,こ れらの うち,

表2石 油及び石油代替エネルギー勘定の概要

i石 油及び石油代替エネルギー勘定1

合 計4,408(4,151)6.2%

(単 位:億 円,()内 は63年 度 予算 額)

(石 油 対 策) (石油代替 エ ネル ギー対 策)

1.開 発 978( 949) 1.供 給確 保 対策 15( 17)

探鉱等投融資等 560( 560) 海外炭探鉱融資,開 発債務 2( 2)

石油開発技術研究開発等 100( 93) 保証

国内石油 ・天然ガス基礎調 139( 129) 海外地質構造調査等 14( 15)

査等

2.導 入促進 対策 44( 43)

2.備 蓄 2,874 (2,699) ソー ラー シス テム普 及促 進 10( 15)

国家備蓄増強対策 2,601 (2,395) ロー カル エネ ル ギー 8( 7)

民間石油備蓄助成 141( 173) 中小企業導入促進 8( 8)

LPG備 蓄助成 37( 35) 天然ガス導入促進 16( 13)

3,産 業体制整備等 216( 186) 3.技 術 開 発 230( 205)

石油精製合理化対策等 108( 98) 石炭液化技術 115( 99)

石油緊急時対応体制整備 16( 5) 石炭生産 ・利用技術 47( 42)

揮発油品質対策 4( 3) 代エネ関係技術実用化 19( 18)

LPG産 業対策 23( 10)

4.そ の 他 17( 15)

4.そ の 他 38( 37)

合 計 4,102 (3,871) 合 計 306( 281)

前 年比6.0%増 前年 比9.2%増
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大宗は,石 油対策にあ り,中 でも石油備蓄は,

エネルギー関係特別会計全体の3割 強を占め

ている。以下主なものについて順にみてい く

と次のようになる。

(1)石 油対策

石油対策は,石 油の開発 と備蓄,産 業体制

整備の3つ に大 きく分けることがで きるが,

開発や備蓄に対する予算額は大きく,特 会全

体の約45%を 占めるに至っている。

①開 発

これは,将 来にわたって石油の安定供給

の確保 を目指 してい くために,石 油の探鉱

を行 っていこうとするものと,よ り効率的

な石油精製を行 うための技術開発 を行 うこ

ととに分 けることがで きる。

まず,探 鉱については,探 鉱等投融資事

業出資金があり,国 内周辺大陸棚及び海外

における石油の探鉱事業の円滑な推進 を図

るため,所 要資金の7割 又は8割 を投融資

しようというものである。そしてその目標

は,海 外 自主開発原油では,1995年 度に120

万バー レル/日(総 輪入量の1/3程 度),国

内石油 ・天燃ガスでは,1990年 度に石油 ・

天燃ガス生産量580万k£(原 油換算で約10万

バー レル/日)を 目指 している。

次に技術開発 としては,石 油公団石油開

発技術センター関連予算があげられ る。こ

れは,探 鉱開発対象地域が,よ り条件の厳

しい ものへ と近年移行 しつつ ある ととも

に,産 油国が技術移転,技 術者研修等 を利

権譲 渡の条件にするなど,技 術力が利権獲

得の上でのバーゲニングパワー となってき

ていることなどから,世 界的水準の研究開

発,内 外技術者の教育 ・訓練,技 術 ・情報

サービス,国 際研究協力などを行い得 る体

制 を整備 していこうとするものである。具

体的には,研 究開発 として14テ ーマを設定

し,そ の開発や探鉱デー タベースシステム

の設計 ・制作,石 油技術者研修事業等を行

っている。

最後に,石 油開発 としては,国 内石油 ・

天燃ガス基礎調査があげられる。 これは,

国が中部 ・東北の 日本海側地域や北海道な

どの探層部 を重点的に調査 し,地 質状況 を

把握することにより,企 業探鉱に誘導的役

割 を果た し国内石油 ・天燃ガス資源の探鉱

開発 を促進 しようとす るものである。

②備 蓄

我が団の石油備蓄制度は,石 油備蓄法に

基づ く民間90日 備蓄 と国家備蓄の2本 立て

となっている。そして,民 間備蓄を達成し,

今 日までその水準を維持 している。一方,

国家備蓄 も目標の3000万k2を63年 度末に達

成する見込みである。

こうした中で,平 成元年度以降では,民

間負担を軽減 し,国 家のウェイ トを高める

観点から,国 家備蓄5000万 國,民 間備蓄70

日の新体制への移行が図られることとなっ

た。 このため,平 成元年度には,国 家備蓄

の300万 屍の積増 しと民間備蓄義務量の4

日分軽減が併せて行われることとなった。

③産業体制整備

産業体制の整備 には,石油精製の合理化,

活性化 を目指す石油精製合理化対策事業費

補助金 と,LPG精 製合理化対策では,精

製体制の合理化 ・効率化及び元売企業の集

約化 を推進す ることによ り石油産業の体質

強化 を図るため,設 備廃棄の円滑化事業や

地域の疲弊を防止するための資金 を補助 し
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ていこうとするものである。

一方
,LPG産 業対策 としては,LPG

の安定供給 を確保す るため,輪 入ソースの

分散化や産業 としての協調体制の確立 を図

ってい くこととしている。

② 石油代替エネルギー対策

これは,石 油代替 として石炭の海外探鉱や

地質構造調査 を中心 とする供給確保対策 と,

石油代替エネルギーの導入促進 を図る導入促

進対策,そ して技術開発 とに大 きく分けるこ

とができる。

①供給確保対策

供給確保対策 としては,石 油の代替エネ

ルギー として石炭 を念頭におき,民 間企業

の行 う海外炭探鉱開発 を積極的に推進する

ため,探 鉱資金の低利融資や債務保障を行

っている。 また,海 外炭の安定供給確保の

ために,将 来我が国に対する石炭の供給が

期待 されるLDC諸 国や共産圏諸国などに

おける地質構造調査等を行っている。

②導入促進対策

石油代替エネルギー としてここで念頭 に

置かれているものはソーラー システム,地

域エネルギー,天 然ガスの導入促進が主 と

してあげ られる。

ソーラーシステムでは,その広報に努めると

ともに,特 定公共施設用のソーラーシステム

の設置に対して補助を与えることとしている。

地域エネルギーでは,地 方公共団体が行

う地域エネルギー開発利用事業(太 陽熱利

用,風 力利用,地 熱利用,廃 棄物利用等)

に対 して助成 を行 うこととしている。

天然ガスは,長 期的な利用 メリットはあ

るものの,導 入に際 して多額の設備投資費

用が必要なため地方都市ガス事業者の導入

は遅れがちであった。そこで,天 然ガス導

入に係る設備投資に対 し低利融資を行った

り,技術面での支援を行 うこととしている。

③技術開発

石油代替エネルギーの技術開発は,石 油

代替エネルギー対策費の約7割 を占め,中

心的役割 を担っている。そしてこの中心は

石炭の液化技術開発であり,そ の他,石 炭

の生産 ・利用技術の開発があげられる。

石炭の液化では,石 油を補完する液体燃

料の製造 を目指 して,液 化収率,経 済性 に

優れた液化技術の早期実現 を図るため,渥

青炭液化技術開発,褐 炭液化技術開発,更

には共通基盤技術の開発を推進することと

している。こうした中で,平 成元年度にお

いては,各 液化技術の開発に向けてパイロ

ッ トプラン トの開発 ・運転 を行 う。

一方,石 炭の生産 ・利用技術の開発では,

石炭の安定的確保及び利用拡大を積極的に

推進す るため,採 炭,掘 進,運 搬などの高

度化を図 り,さ らには無人化に関する石炭

生産技術の研究開発や利用技術の研究開発

を促進することとしている。こうした中で,

平成元年度の事業計画では,生 産技術 とし

て,採 炭の総合 自動化 システムの現場試験,

液圧原動 システムの現場試験,ジ グ自動化

装置の製作等があげられている。また,利

用技術では,流 動床燃焼技術に関する実証

プラン トの運転試験,ス ラ リー多様化技術

の開発等があげられている。

4.電 源多様化勘定

電源多様化勘定は,電 力の安定供給等 を目
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的に発電方法の多様化 を図っていこうとする

もので,エ ネルギー関係特別会計予算の約2

割を占めている(表3)。 そしてこれは水力発

電,地 熱発電,太 陽エネルギー関係技術の開

発等か ら成 り立っている。以下,順 にみてい

くこととする。

表3電 源多様化勘定の概要

陀 源多様化勘矧

(単位:億 円,()内 は63年 度予 算 額)

138(158)

44(61)

93(98)

じた建設費の補助 を行 い,水 力発電所の開発

を促進す ることを目的としている。

一方,地 熱開発では,中 小地熱発電所 に係

る環境保全技術について総合的かつ定量的な

評価に向けての事業や開発可能性の調査,ボ

ー リングや シミュレータ開発による坑井調査

などを行 うことによ り,地 熱開発の促進 と事

業者の育成 を推進す ることを目的 としてい

る。

1.供 給確保対策

水 力 開 発

地 熱 開 発

2.導 入促進対策

石炭火力開発技術実証

3.技 術 開 発

石炭エネルギー関係技術

太陽エネルギー関係技術
地熱エネルギー関係技術

燃 料 電 池

超 電 導

4.原 子 力

核燃料サイクル関係
軽水炉改良技術確証試験等

発電用新型炉

5.そ の 他

6.科 学技術 庁分

41(24)
17(12)

464(431)
125(117)

101(99)

47(47)

35(33)
26(19)

284(266)

87(83)

83(89)

70(53)

46(37)

892(811)

合 十
一ヨ
ロ 1,864(1,726)

前 年 比8.0%増

(1)供 給確保対策

供給確保対策 としては,水 力開発 と地熱開

発に大きく分けることができる。

水力開発では,経 済性に優れた設備の合理

化技術,土 木施工機器,土 木施工方法などを

実際に導入 ・普及させることによ り,中 小水

力発電の経済性の改善を図っていこうという

ものである。そして,こ れと同時に規模に応

(2)導 入促進対策

これは,石 炭火力発電所の導入促進に係 る

技術開発 と負荷集中制御 システムの確立が主

なもの としてあげ られる。

まず,石 炭火力発電所の導入促進では,そ

の立地に際 しての大気保全の観点か ら,ば い

煙中のイオウ酸化物,窒 素酸化物 を除去する

技術の確立や,経 済性向上のための石炭火カ

所内の動力の低減,高 性能空気予熱器の技術

開発 を行い,石 炭火力の推進を図ることとし

ている。

こうした中で,平 成元年度には新規に,石

炭火力発電用大型流動床 ボイラーの早期実現

を図るため,低 公害で経済性に優れ,広 範囲

な炭種に適合可能な流動床ボイラーの実証試

験 を行 うこととなった。

また,負 荷集中制御 システムでは,深 夜電

力利用の電気温水器などの負荷機器について

最適な制御方法 ・信号伝送方式の技術実証 を

行 っている。さらに,平 成元年度においては,

新規に,住 宅におけるエネルギー自給率向上

のための最適構成技術,太 陽エネルギーなど

の自然エネルギーの利用技術及び電力負荷平

準化のための夜間電力の有効利用技術の研究

開発 を行 うこととなった。
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(3)技 術開発

技術開発では,発電方法の多様化を目指 し,

石炭エネルギー,太 陽エネルギー,地 熱エネ

ルギー,更 には燃料電池や高効率ガスター ビ

ンなどの研究開発 を行 うこととしている。

こうした中で,太 陽エネルギー利用につい

ては,太陽電池の大幅なコス トダウン,性能向

上のための新製造技術の開発,太 陽光発電利

用システムの開発 などを行 うこととしている。

また,地 熱発電では,地 熱蒸気 とともに地

中に大量に賦存する未利用熱水の有効利用 を

図るためのバイナ リーサイクル発電プラン ト

の開発や,地 熱調査技術の確立により地熱資

源の有望地区を的確 に抽出するための技術開

発 を行 うこととしている。

燃料電池については,天 然ガス,メ タノー

ル,石 炭ガスなどを燃料 として小規模分散型

か ら大規模 システム までの広い適応性 を持

ち,か つ,発 電効率の高い燃料電池発電シス

テムを開発することとなっている。

以上の他,特 に平成元年度 に予算が大 きく

増加 したもの(新 規のものを含む)と しては,

夜間電力のエネルギーを蓄積 し,こ れを家庭

用需要などに高度かつ効率的に適合するよう

な変換 ・供給 ・利用するシステムの確立や,

高温超電導材料の開発,超 電導電力貯蔵 シス

テムなどの電力分野における超電導技術の適

用可能性の調査などがあげられる。

(4)原 子 力

原子力関係の多様化 としては,核 燃料サイ

クル関係 と軽水炉改良技術関係,発 電用新型

炉 などがあげられる。そ して,核 燃料サイク

ル関係 としては,ウ ラン濃縮 に関する濃縮技

術の向上や再処理関係技術 としての使用済核

燃料再処理技術の調査 ・検討などを行 うこと

としている。

また,軽 水炉に関 しては,信 頼性 ・経済性

の向上 を図っていこうとしている。

さらに,発 電用新型炉については,高 速増

殖炉実証計画の円滑な推進 を図る観点から,

実証炉設計にあた り,安 全確保及び経済性向

上に不可欠である高速増殖炉の特性に対 した

合理化 な構造設計確立のための確証試験をす

ることとしている。

5.電 源立地勘定

電源立地勘定は,電 源立地を促進 していく

ため,電 源立地促進対策交付金をはじめ とす

る各種交付金の交付等により電源地域の産業

表4電 源立地勘定の概要

匡 源立地勘定1

(単位:億 円,()内 は63年 度 予 算額)

1.電 源立地促進対策交付金

2,電 源立地特別交付金
原子力発電施設等周辺地域
交付金
電力移出県等交付金

3.水 力発電施設周辺地域

交付金

4.原 子力発電安全対策等
委託費

5.原 子力発電安全対策等

補助金

6.原 子力発電安全対策等
交付金

7.そ の 他

793(721)

208(144)
140(87)

68(58)

40(40)

287(232)

21(11)

51(47)

21(18)

合 十
一言

口 1,421(1,213)

前 年 比17.1%増

振興に重点を置いた電源地域振興策の充実を

図ることとしている(表4)。
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影

具体的には,電 源立地促進対策交付金があ

げられ,こ れが電源立地勘定全体の半分以上

を占めている。 これは発電用施設の周辺地域

において公共用施設の整備 を進めていこうと

いうもので,こ れに要す る費用の一部 を地方

公共団体 に対 して交付 している。具体的に内

訳 をみると,原 子力発電施設については,周

辺地域の住民や企業に対する交付金や当該地

域の企業導入 ・産業近代化事業に要する費用

に対する交付金 を与えることとしている。 ま

た,水 力発電施設については,既 設水力発電

施設の設置 ・運営により生 じた自然環境,生

活環境への影響 を緩和するための措置に要す

る費用を交付することとしている。さらに,

電力移 出県については,電 源地域住民の雇用

の確保 を図るため,企 業導入 ・産業近代化事

業,企 業立地貸付事業 に充てるための交付金

を交付することとしている。

次に安全対策についてみると,原 子力発電

は放射性物質 を扱っていることなどからその

安全性について不安や疑問が抱かれがちであ

る。このため,原 子力発電所 に生 じる事故や

故障についての安全面での実証試験 を行 うと

ともに,原 子力発電 に関する研究に対 して補

助することなどによって,安 全性の確保 ・確

認を行っていくこととしている。

(ほりぐち ひかる 資源エネルギー庁総務

課技術係長)

し
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研 究所 の うご き
(昭和64年1月1日 ～平成 元年3月31日)

◇ 理事会開催

第28回 理 事会

日 時:3月22日(水)12:00～13:30

場 所:経 団連 会館9階906号 室

議 題:

第1号 議案 平 成 元年 度事業 計 画 お よび収

支 予 算(案)に つ い て

第2号 議案 平 成 元年 度運 営 費借入 につ い

て

第3号 議案 監事 の一部 改選 につ いて

第4号 議案 その他

一監 事 の改選 一

(退任 監事)

奥村 有敬(㈱ 日本興 業銀 行 常務 取締役)

(新任 理事)

小林 實(㈱ 日本興 業 銀行 常務 取締 役)

○ 大 島恵 一理事(東 京 大学 名誉 教授)が ご

逝 去 され ま した ので,理 事 会構 成現 在数 は

21人 とな りま した。

大 島理事 には,当 研 究所 設 立以来6期10

年 余 にわ た り,理 事 な らびに企 画委 貝 会委

員 長 として研 究所 の業 務運 営,推 進 に多大

の ご貢献 を賜 わ りま した こ とに対 し深 甚 な

感謝 を捧 げ ます と ともに,こ め い福 をお祈

りいたす 次 第で ご ざい ます。

◇ 企画委員会の開催

第35回 企 画 委員 会

日 時:2月10日(金)11:00～13:00

場 所:エ ネル ギー総 合工 学研 究所 会 議 室

議 題:

○最近 の事 業概 要 につ いて

○来 年度 の 自主事 業 につ い て

○その他

◇ 月例研究会の開催

第58回 月例研 究 会

日 時:1月27日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)平 成 元 年 度 エ ネ ル ギー 関 連 政 府 予 算

(資源 エ ネル ギー庁 総務 課課 長 補 佐 浜 谷

正 忠 氏)

(2)代 替 エ ネル ギー 自動車 の海 外動 向

電 気 自動 車一(プ ロ ジェ ク ト試 験 研 究

部 主管研 究 貝 高倉毅)

(3)代 替 エ ネル ギー 自動車 の海外 動 向

天 然 ガ ス 自動 車(プ ロジ ェ ク ト試 験

研 究部研 究 員 蓮池 宏)

第59回 月 例 研 究 会

日 時:3月3日(金)14:00～16:00

場 所:大 和 生 命 ビ ル ス カ イ ホー ルA

議 題:

(1)TheEnergyMarketintheU.S.A.

(米 国 の エ ネ ル ギ ー の 需 要 供 給 動 向)

(StanfordUniv.EnergyModeling

ForumProf.JohnWeyant)

(2)米 国 の 代 替 エ ネ ル ギ ー 政 策 の 動 向

自 動 車 用(プ ロ ジ ェ ク ト試 験 研 究 部

副 主 席 研 究 員 大 河 内 一 男)

◇ 主なできごと

1月10日 ㈹

12日 ㈱

18日 ㈱

25日 ㈹

26日 ㈱

2月1日 休)

電源計画手法検討委員会開催(第

5回)

シミュレーション技術部会開催

(第8回)

軽油の低硫黄化が石油精製に与え

る影響調査(第1回)

無停電電源装置信頼性等評価委員

会開催(第3回)

LNG貯 槽管理システム調査研究

会開催(第2回)

SPS委 員会開催(第3回)

新シーズ委員会開催(第4回)

分散型新発電技術実用化実証研究

に関する調査委員会開催(第3回)
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2月2日 ㈱

6日(月)

13日(月)

17日 働

22日(水)

27日(月)

3月1日 ㈱

2日 ㈱

10日(金)

15日 ㈱

16日 休)

20日(月)

22日 ㈱

23日 ㈱

24日 ㈹

28日(火)

29日(水)

30日 ㈱

31日 團

高度負荷集中制御システム検討委

貝会開催(第2回)

FBR新 技術F/S検 討委員会開

催(第2回)

電気自動車用電池に関する検討委

員会開催(第3回)

軽油の低硫黄化に関する調査委員

会開催(第2回)

新シーズ委員会開催(第5回)

中小型軽水炉検討委員会開催(第

5回)

運転自動化関連技術調査委員会開

催(第4回)

プルサーマル調査委員会開催(第

2回)

石油TES普 及推進に関する調査

委員会開催(第3回)

実用発電用原子炉廃炉技術委員会

開催(第3回)

プルサーマル調査委員会開催(第

3回)

電源計画手法検討委員会開催(第

6回)

LNG貯 槽管理システム調査研究

会開催(第3回)

EDB検 討会開催(第5回)

無停電電源装置信頼性等評価委員

会開催(第4回)

軽油の低硫黄化が石油精製に与え

る影響調査委員会(第3回)

電気自動車用電池に関する検討委

員会開催(第4回)

リゾー ト等特定地域における電気

自動車の適用可能な調査作業部会

開催(第2回)

高度負荷集中制御システム検討委

員会開催(第3回)

分散型新発電技術実用化実証研究

に関する調査委員会開催(第4回)

中小型軽水炉検討委員会開催(第

6回)

地熱資源量の評価に関する調査委

員会開催

FBR新 技術F/S検 討委員会開

催(第3回)

◇ 人事異動

03月31日 付

(退任)

主 任研 究貝 栗原利 夫 退職(出 向解 除)

◇ そ の 他

エネルギー産業経営多角化の方向と課題に関

する勉強会の開催

平成元年2月27日 午前10時 ～午後6時 に幸ビ

ル1303号室(港 区内幸町)に おいて,上 記勉強

会を開催した。

(講演内容)

○石油産業の経営多角化の動向(村 野文弘氏

(働石油産業活性化センター構造改善部

長))

○ガス事業の経営多角化の動向(原秀彦氏(東

京ガス㈱事業開発部部長))

○欧米諸国における電気事業者の経営多角化

(渡洋二郎氏(前㈹海外電力調査会主任研究

員))

○わが国電気事業の経営多角化の動向と他公

益事業との比較検討(井 口典夫氏(㈲ 電力

中央研究所社会環境研究室主査))

○電力事業経営多角化の現状 と地域活性化

(今野健一氏(東北電力㈱企画室経営政策室

長))

○公益事業 とその経営多角化についての考察

(佐々木弘氏(神 戸大学経営学部教授))

一41一

海 外 出張

(1)村 野徹 専 門調 査役 は,「ヨー ロ ッパ にお け

る放 射性 廃棄 物 の地 層処 分 に関 す る調査 」

の ため,1月7日 か ら1月15日 の 間,フ ラ

ンス,イ ギ リス に出張 した。

(2)出 口京 司主管 研究 員 は,「製油 所 の環境 対

策 設備 に関 す る調査 」 の ため,1月7日 か

ら1月23日 の 間,西 ドイ ツ,オ ラン ダ,フ

ラン ス,イ ギ リス,ア メ リカ に出張 した。

(3)藤 井外 志 雄主 管研 究 員 は,「小 型 モ ジュ ラ

型FBRに 関す る開 発状 況調 査 」の ため,

/

,



2月19日 か ら2月26日 の 間,ア メ リカに 出

張 した。

(4)福 田勇 三主 任研 究員 は,「ツー ソ ン廃棄 物

管 理 国際会 議 へ の参加 及 びア メ リカの廃 棄

物 管理 施 設調査 」 の ため,2月23日 か ら3

月10日 の 間,ア メ リカ に出張 した。

(5)金 子稔 主任研 究 貝 は,「欧州 にお け る宇宙

エ ネル ギー技 術研 究動 向調 査 」の ため,2

月28日 か ら3月10日 の間,フ ランス,西 ド

イ ツ,オ ラン ダに出張 した。

(6)片 山優 久雄 主 管研 究員 は,「米国 の軽油 低

硫 黄 化動 向調 査 」の ため,3月4日 か ら3

月19日 の間,ア メ リカ に出張 した。
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人 口爆 発 とエ ネ ル ギ ー 日本原子力研究所理事長 伊 原 義

原 子 炉 廃 止 措 置 につ い て

1987年 廃 止 措 置 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム に 参 加 して一_井 英

パ ネ ル 討 論 『確 率 論 的安 全 評 価(PSA)の 活 用 に つ い て 』

座 談 会 『ソー ラー カ ー につ い て考 え る』

徳 … …1

彦 … …2

豪大陸横断レース参加の経験 を踏まえて

13
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創 立10周 年 記 念 シ ン ポ ジ ウ ム

21世 紀 へ の エ ネ ル ギ ー 技 術 戦 略

昭 和63年6月14日(火)於 銀 座 ガ ス ホー ル

総 合 司 会:プ ロジェク ト試験研究部部長代理

セ ッ シ ョ ン1司 会:

セ ッシ ョ ンII司 会:

セ ッシ ョ ンIII司会=

プロジェクト試験研究部長

専務理事

エネルギー技術情報センター長

高倉 毅

山崎 宗重

越川 文雄

大塚益比古

O
」

「
0

7
5

り
0

だ
0

盈
V

開 会 の あ い さつ

来 賓 の あ い さつ

セ ッ シ ョンI

I-1 〔基調講演〕

専務理事 越 川 文 雄 … …1

通商産業省資源 エネルギー庁 長官 鎌 田 吉 郎 … …2

1-2〔 招 待 講 演 〕

1-3〔 招 待 講 演 〕

21世紀へのエネルギー技術戦略

働エネルギー総合工学研究所 理事長 山 本

21世 紀へのエネルギー展望

㈲日本エネルギー経済研究所 理事長 生 田

先端技術の今後の展望

㈱三菱総合研究所 会長 牧 野
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寛 … …3

豊 朗 … …17

昇 … …31
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東京大学工学部 教授 鈴 木 篤 之∵・…37

FBR開 発の課題 東京大学工学部 教授 近 藤 駿 介……48

高温超電導への期待

通商産業省工業技術院
電子技術総合研究所 エネルギーシステム部長 富 山 朔太郎……55

電気事業 における先端技術の動向

東京電力㈱常務取締役 三

自動車の今後の技術動向

トヨタ自動車㈱常務取締役

常務理事

井

澤

田

沼

柴

恒 夫 … …63

明 男 … …68

誠 一 … …80

研究所のうごき 81
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昭 和63年 度 拡 大 月 例 研 究 会

一 コー ジ ェ ネ レー シ ョ ン ・シ ス テ ム 技 術 開発 の 最 新 動 向

昭 和63年9月16日(金)於 銀座 ガ ス ホ ー ル

総 合 司 会:プ ロ ジ ェ ク ト試 験 研 究 部 部 長 代 理 片 山優 久 雄

セ ッシ ョ ン1司 会:エ ネ ル ギ ー 技 術 情 報 セ ン タ ー 長 大 塚 益 比 古

セ ッ シ ョ ンII司 会:プ ロ ジ ェ ク ト試 験 研 究 部 長 山崎 宗 重

拡 大 月例 研 究 会 に寄 せ て コー ジ ェネ レー シ ョン と規 制 緩 和

東京大学先端科学技術研究セ ンター教授 平 田 賢 … …3

(日本 コージェネ レーシ ョン研 究会代表幹事)

開 会 の あ い さつ ㈲エネルギー総合工学研究所 理事長 山 本 寛 … …5

来 賓 の あ い さつ … … 通商産業省資源エネルギー庁公益事業部計画課 課長 糟 谷 晃 … …7

セ ッ シ ョンI

I-1コ ー ジ ェ ネ レー シ ョ ン シ ス テ ム を取 り巻 く最 近 の 動 き

日本 コー ジェネレー ション研究会 理事 垣 田 行 雄 … …10
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1-II

セ ッ シ ョ ンII

II-1

II-II

II-III

II-IV

パネル討論会概要

(㈲日本 システム開発研究所 常務理事)

コー ジ ェネ レー シ ョン シ ス テ ム に関 連 し た調 査 の 総 括 的報 告

働 エネル ギー総合工学研 究所 主任研究貝 池 松 正 樹 … …24

低NOxデ ィ ー ジル エ ン ジ ン ・コー ジ ェ ネ レー シ ョン ・シ ス テ ム の 開 発 状 況

㈲石油産業活性化 センター 技術開発部長 金 子 安 雄 … …42

小 型 高効 率 コー ジ ェネ レー シ ョン シ ス テ ム の 開発 につ い て

ア ドバ ンス ・コー ジェネ レー シ ョンシステム技術研究組合

研 究部部長 中 西 恒 雄 … …57

小 型 ガ ス エ ン ジ ン ヒー トポ ン プ の 技 術 開発 と今 後 の 展 望

㈹ 日本ガス協会 甲斐 崎 充 典 … …67

(東京ガス㈱商品開発部部長)

小 型LPGガ ス エ ン ジ ン ・コー ジ ェ ネ レー シ ョ ン シ ス テ ム の 開 発 動 向

日本LPガ ス協会 竹 内 正 美 … …81

(三井液化ガス㈱販売部部長代理)

コー ジェネレーションシステムの普及に関す る制度及び技術上の諸問題について

司会:東 京大学先端科学技術研究センター 教授 平 田 賢

話題提供者:通 商産業省資源エネルギー庁公益事業部計画課 課長補佐 古 賀 洋 一一

建設省住宅局住宅生産課 建設省エネルギー対策官 内 海 重 忠

環境庁大気保全局大気規制課 課長補佐 竹 本 和 彦

日本コージェネレーション研究会 理事 垣 田 行 雄

(働日本システム開発研究所 常務理事)

討論参加者:三 菱重工業㈱相模原製作所エンジン設計部 次長 村 松 敏 彦

働石油産業活性化センター 技術開発部長 金 子 行 雄

アドバンス・コージェネレーションシステム技術研究組合

研究部部長 中 西 恒 雄

㈹日本ガス協会 甲斐崎 充 典(東 京ガス㈱商品開発部部長)

日本LPガ ス協会 竹 内 正 美(三 井液化ガス㈱販売部部長代理)

閉会のあいさつ(掲 載略)専 務理事 越 川 文 雄
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環 境 科 学 に お け る仮 説 につ い て

放射性廃棄物地層処分の基本的考え方

日本学術会議会長

研究者用ネッ トワー クについて

天然ガス自動車の最近の海外動向

炭酸ガス問題の概要
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